
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光照射により酸を発生する光酸発生剤、色成分、および酸の存在下で重合する酸重合性
化合物を含有し、前記酸重合性化合物は、下記一般式（１）で表わされる化合物を含むこ
とを特徴とするインクジェットインク。
【化１】
　
　
　
（前記一般式（１）中、Ｒ 1 3は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、お
よびアルコキシ基から選択され、少なくとも つはビニルエーテル基またはビニルエーテ
ル骨格を有する基である。Ｒ 1 4は、置換または非置換の環式骨格を有する（ｐ＋１）価の
基であり、ｐは０を含む正の整数であり、前記環式骨格は、下記一般式（ＶＥ２－ａ）ま
たは（ＶＥ２－ｂ）で表わされる。
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【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　上記一般式中、Ｘ 2，Ｙ 2、Ｚ 2のいずれかに少なくとも１個の酸素原子を含み、Ｘ 2，Ｚ
2は炭素数１以上５以下のアルキレン基または酸素原子をエーテル結合として含む２価の
有機基、Ｙ 2は、酸素原子、炭素数１以上２以下のアルキレン基または酸素原子をエーテ
ル結合として含む２価の有機基を示し、ｋは０または１である。）
【請求項２】
　前記一般式（１）で表わされる化合物において、Ｒ 1 3のうち少なくとも つは、

ることを特徴とする請求項１に記載のインク
ジェットインク。
【請求項３】
　前記一般式（１）で表わされる化合物 で
あることを特徴とする請求項１または２項に記載のインクジェットインク。
【化３】
　
　
　
　
　
【請求項４】
　前記 は、

ることを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１項に記載
のインクジェットインク。
【請求項５】
　前記酸重合性化合物は、 をさらに含有することを特徴とする請求項１
ないし のいずれか１項に記載のインクジェットインク。
【請求項６】
　前記酸重合性化合物は、 をさらに含有
することを特徴とする請求項１ないし のいずれか１項に記載のインクジェットインク。
【請求項７】
　前記 は、

ることを特徴とする請
求項１ないし のいずれか１項に記載のインクジェットインク。
【請求項８】
　前記一般式（１）で表わされる化合物は、前記酸重合性化合物の少なくとも４０重量部
を占め、
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１ 前記環
式骨格に直接結合したビニルエーテル基であ

は、下記化学式で表わされるいずれかの化合物

酸重合性化合物 環状カーボネートおよび環状ラクトン化合物から選択される少
なくとも１種をさらに含有す

オキセタン化合物
３

ネオペンチルグリコールのジグリシジルエーテル
３

一般式（１）で表わされる化合物 前記酸重合性化合物の少なくとも４０重量部
を占め、常温におけるインクの粘度が１２ｍＰａ・ｓｅｃ以下であ

６

溶解度パラメーターが１９ＭＰａ 1 / 2以上のエポキシ化合物および／またはオキ



ることを特徴とする請求項１ないし のいずれか１項に記載
のインクジェットインク。
【請求項９】
　前記一般式（１）で表わされる化合物は、前記酸重合性化合物の少なくとも４０重量部
を占め、 エポキシ化合物および／また
はオキセタン化合物をさらに含有することを特徴とする請求項１ないし のいずれか１項
に記載のインクジェットインク。
【請求項１０】
　

化合物をさらに含有することを特徴とする
請求項１ないし のいずれか１項に記載のインクジェットインク。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェットインクに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、地域広告や企業内配布資料、大型ポスターのようにある程度の部数を必要と
する印刷物の製造には、版を利用した印刷機が用いられてきた。近年、こうした従来の印
刷機に代わって、多様化するニーズに迅速に対応できるとともに、在庫を圧縮することが
可能なオンデマンド印刷機が利用されつつある。そのようなオンデマンド印刷機としては
、トナーや液体トナーを用いた電子写真印刷機や高速および高画質印刷が可能なインクジ
ェットプリンタが期待されている。
【０００３】
　オンデマンド印刷機では、版を利用した印刷機と同様に、顔料および有機溶剤を含有す
る溶剤系インクや溶剤系液体トナーが使用される。この技術では、ある程度の部数を印刷
した際には、無視できない量の有機溶剤が揮発することになる。そのため、揮発した有機
溶剤による雰囲気汚染の問題があり、排気設備や溶剤回収機構を設けなければならない。
【０００４】
　一方、インクジェットプリンタでは、溶剤系インクは、被印刷面に吐出するまで閉鎖系
で取り扱うことができるので、適切な排気対策を施せば、雰囲気汚染の問題を多少は軽減
することが可能である。しかしながら、版を利用した印刷機で使用するインクとは異なり
、インクジェットプリンタで使用されるインクは吐出に必要な流動性を有していなければ
ならない。そのため、用いられるインクは溶媒濃度が十分に高くなければならず、この技
術でも、有機溶剤に起因した雰囲気汚染の問題を解決することは本質的に困難である。
【０００５】
　また、溶剤系インクを使用した場合には、被印刷面が画質に与える影響が大きい。例え
ば、浸透性の被印刷面では滲みを生じ易く、非浸透性の印刷面では画像の定着が難しい。
さらに、被印刷面に形成したインク層が乾燥するまでには、ある程度の時間が必要とされ
るため、広い被印刷面に濃い画像を形成する場合、その流動性に起因してつぶれを生じ易
い。しかも、溶剤系インクを用いると、インク層の乾燥に伴なって被印刷面の劣化が生じ
るおそれがある。すなわち、この技術で高品質の印刷物を得ることは、必ずしも容易では
ない。
【０００６】
　溶剤の問題に対して有効な技術として、感光性インクおよびそれを用いたプリンタシス
テムが注目され始めている。使用される感光性インクとしては、ラジカル重合性モノマー
と光重合開始剤と顔料とを含有したものが代表的であり（例えば、特許文献１および特許
文献２参照）、被印刷面に吐出された感光性インクは速やかに光硬化される。
【０００７】
　この技術によれば、光照射によりインク層を非流動化することができるので、比較的高
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セタン化合物をさらに含有す ６

常温における粘度が５００ｍＰａ・ｓｅｃを越える
６

塩基性化合物および塩基性を発現する化合物からなる群から選択され、２５℃における
ｐＫｂが３以上７以下である少なくとも一種の

９



い品質の印刷物を得ることができる。しかしながら、感光性インクはラジカル発生剤など
の発癌性成分を多く含むうえ、ラジカル重合性モノマーとして使用される揮発性のアクリ
ル酸誘導体は、皮膚刺激や臭気が大きい。すなわち、こうした感光性インクは、取り扱い
に注意を要する。さらに、ラジカル重合は空気中の酸素の存在によって著しく阻害される
のに加え、インク中に含まれる顔料により露光光が吸収されてしまう。その結果、インク
層の深部では露光量が不足しがちとなるため、従来のラジカル重合性のインクは光に対す
る感度が低い。したがって、この技術で高品質な印刷物を得るためには、非常に大掛かり
な露光システムが必要である。
【０００８】
　酸素の影響が比較的小さいインクとして、光カチオン重合性の感光性インクが提案され
ている（例えば、特許文献３参照）。しかしながら、従来のこのタイプのインクには溶剤
が含有されていることから、環境に溶剤放出の問題が避けられない。しかも、硬化物がさ
らに硬化しやすく、非溶解性ゆえにヘッドのつまりを生じやすいという問題も有していた
。また、インクジェット吐出可能なＣＤ－ＲＯＭのコーティング用カチオン硬化型感光性
組成物が提案されている（例えば、特許文献４参照）。実際にインクジェット吐出できた
組成はビニルエーテルと、発癌性などで問題のあるビスフェノールＡ型エポキシとを主体
とするものであり、やはり環境への放出などの問題が大きかった。
【０００９】
　さらに、特定の組成比のカチオン硬化性モノマーを含有するインクジェットインクが提
案されている（例えば、特許文献５参照）。こうしたインクも非常に揮発性の高い特定の
ビニルエーテル化合物を必須成分として含むため、同様な問題を有していた。また、上記
文献に記載されたような通常のビニルエーテル化合物は、顔料と組み合わせて具備した場
合には、重合性に乏しいという問題もあった。
【００１０】
　加えて、多価のビニルエーテル化合物と、脂環エポキシ化合物を含有する感光性インク
ジェットインクが開示されている（例えば、特許文献６参照）。この文献に開示されたビ
ニルエーテルは、上に述べる重合性に乏しいという問題やビスフェノールＡ骨格特有の発
癌性の問題を有するほか、溶解性と暗反応性の高い脂環エポキシとの組み合わせのため、
その保存性や、印刷物の溶剤に対する耐性に問題があった。
【００１１】
　また特に、印刷面が吸収媒体である場合には、従来のアクリル系光硬化性インクジェッ
トインクは吸収紙面の内部では硬化しにくいという問題もあった。
【００１２】
　なお、従来の光カチオン硬化型のインクジェットインクには、その粘度変化が激しいと
いう問題点があった。これは、一度経時変化などにより酸が発生するとなかなか失活しに
くく、インクの暗反応が多いことに起因している。インクジェットインクの場合、粘度が
変化すると、インクの飛翔形状の乱れ、印字再現性の減少、最悪の場合には吐出不良、イ
ンクづまりなどの致命的状態に陥りやすいため、この問題は極めて深刻であった。
【特許文献１】特開平８－６２８４１号公報
【特許文献２】特開２００１－２７２５２９号公報
【特許文献３】特公平２－４７５１０号公報（ＥＵＰ－００７１３４５－Ａ２）
【特許文献４】特開平９－１８３９２８号公報
【特許文献５】特開２００１－２２０５２６号公報
【特許文献６】米国特許第５８８９０８４号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、有機溶剤を使用する必要がなく、しかも高品質な印刷物を得るうえで大掛か
りな露光システムを必要としないインクジェットインクを提供することを目的とする。ま
た、特にビニルエーテル化合物を主成分とした従来の感光性インクジェットインクにおい
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て、低いカチオン重合反応性や溶剤耐性の問題を解決したインクジェットインクを提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の一態様にかかるインクジェットインクは、光照射により酸を発生する光酸発生
剤、色成分、および酸の存在下で重合する酸重合性化合物を含有し、前記酸重合性化合物
は、下記一般式（１）で表わされる化合物を含むことを特徴とする。
【化９】
　
　
　
【００１５】
（前記一般式（１）中、Ｒ 1 3は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基から選択され、少なくとも１つはビニルエーテル
基またはビニルエーテル骨格を有する基である。Ｒ 1 4は、置換または非置換の環式骨格を
有する（ｐ＋１）価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。）
　本発明の他の態様にかかるインクジェットインクは、光照射により酸を発生する光酸発
生剤、色成分、および酸の存在下で重合する酸重合性化合物を含有し、前記酸重合性化合
物の少なくとも４０重量部は、下記一般式（１）で表わされる化合物であり、常温におけ
るインクの粘度が１２ｍＰａ・ｓｅｃ以下であることを特徴とする。
【化１０】
　
　
　
【００１６】
（前記一般式（１）中、Ｒ 1 3は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基から選択され、少なくとも１つはビニルエーテル
基またはビニルエーテル骨格を有する基である。Ｒ 1 4は、置換または非置換の環式骨格を
有する（ｐ＋１）価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。）
　本発明の他の態様にかかるインクジェットインクは、光照射により酸を発生する光酸発
生剤、色成分、および酸の存在下で重合する酸重合性化合物を含有し、前記酸重合性化合
物の少なくとも４０重量部は、下記一般式（１）で表わされる化合物であり、溶解度パラ
メーターが１９ＭＰａ 1 / 2以上のエポキシ化合物および／またはオキセタン化合物をさら
に含有することを特徴とする。
【化１１】
　
　
　
【００１７】
（前記一般式（１）中、Ｒ 1 3は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基から選択され、少なくとも１つはビニルエーテル
基またはビニルエーテル骨格を有する基である。Ｒ 1 4は、置換または非置換の環式骨格を
有する（ｐ＋１）価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。）
　本発明の他の態様にかかるインクジェットインクは、光照射により酸を発生する光酸発
生剤、色成分、および酸の存在下で重合する酸重合性化合物を含有し、前記酸重合性化合
物の少なくとも４０重量部は、下記一般式（１）で表わされる化合物であり、常温におけ
る粘度が５００ｍＰａ・ｓｅｃを越えるエポキシ化合物および／またはオキセタン化合物
をさらに含有することを特徴とする。
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【化１２】
　
　
　
【００１８】
（前記一般式（１）中、Ｒ 1 3は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基から選択され、少なくとも１つはビニルエーテル
基またはビニルエーテル骨格を有する基である。Ｒ 1 4は、置換または非置換の環式骨格を
有する（ｐ＋１）価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。）
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の一態様によれば、有機溶剤を使用する必要がなく、しかも高品質な印刷物を得
るうえで大掛かりな露光システムを必要としないインクジェットインクが提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施形態を説明する。
【００２１】
　本発明の一実施形態にかかるインクジェットインクは、光照射により酸を発生する光酸
発生剤と、色成分と、酸の存在下で重合する化合物とを含有する。すなわち、本実施形態
にかかるインクジェットインクは、化学増幅型の感光性組成物である。ここでいう「イン
クジェットインク」とは常温で流動性のインクを意味し、具体的には２５℃における粘度
が５０ｍＰａ・ｓｅｃ、より好ましくは３０ｍＰａ・ｓｅｃ以下であるインクを意味する
。あるいは、インクジェットヘッドの温調範囲である常温乃至５０℃程度の温度内のいず
れかで、１２ｍＰａ・ｓｅｃ以内の粘度を示すインクであってもよい。
【００２２】
　このようなインクジェットインクに光を照射した場合には、光酸発生剤から酸が発生し
、この酸は重合性化合物の架橋反応の触媒として機能するとともに、発生した酸はインク
層内で拡散する。露光後のインク層では、酸を触媒とした架橋反応が進行し、インク層を
加熱することによって、この架橋反応を加速することができる。ここでの架橋反応はラジ
カル重合とは異なって、酸素の存在によって阻害されることがない。そのため、１つの光
子で複数の架橋反応を生じさせることができ、高い感度を実現することができる。しかも
、インク層の深部や吸収性のメディア内部でも架橋反応を速やかに進行させることができ
る。そのため、得られるインク層は、ラジカル重合系の場合と比較して密着性にも格段に
優れたものとなる。
【００２３】
　以下、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクに含有される各成分を詳細に説
明する。
【００２４】
　（光酸発生剤）
　光照射により酸を発生する光酸発生剤としては、例えば、オニウム塩、ジアゾニウム塩
、キノンジアジド化合物、有機ハロゲン化物、芳香族スルフォネート化合物、バイスルフ
ォン化合物、スルフォニル化合物、スルフォネート化合物、スルフォニウム化合物、スル
ファミド化合物、ヨードニウム化合物、スルフォニルジアゾメタン化合物、およびそれら
の混合物などを使用することができる。
【００２５】
　これらの化合物の具体例としては、例えば、トリフェニルスルフォニウムトリフレート
、ジフェニルヨードニウムトリフレート、２，３，４，４－テトラヒドロキシベンゾフェ
ノン－４－ナフトキノンジアジドスルフォネート、４－Ｎ－フェニルアミノ－２－メトキ
シフェニルジアゾニウムスルフェート、４－Ｎ－フェニルアミノ－２－メトキシフェニル
ジアゾニウムｐ－エチルフェニルスルフェート、４－Ｎ－フェニルアミノ－２－メトキシ
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フェニルジアゾニウム２－ナフチルスルフェート、４－Ｎ－フェニルアミノ－２－メトキ
シフェニルジアゾニウムフェニルスルフェート、２，５－ジエトキシ－４－Ｎ－４ '－メ
トキシフェニルカルボニルフェニルジアゾニウム－３－カルボキシ－４－ヒドロキシフェ
ニルスルフェート、２－メトキシ－４－Ｎ－フェニルフェニルジアゾニウム－３－カルボ
キシ－４－ヒドロキシフェニルスルフェート、ジフェニルスルフォニルメタン、ジフェニ
ルスルフォニルジアゾメタン、ジフェニルジスルホン、α－メチルベンゾイントシレート
、ピロガロールトリメシレート、ベンゾイントシレート、みどり化学社製ＭＰＩ－１０３
（ＣＡＳ．ＮＯ．（８７７０９－４１－９））、みどり化学社製ＢＤＳ－１０５（ＣＡＳ
．ＮＯ．（１４５６１２－６６－４））、みどり化学社製ＮＤＳ－１０３（ＣＡＳ．ＮＯ
．（１１００９８－９７－０））、みどり化学社製ＭＤＳ－２０３（ＣＡＳ．ＮＯ．（１
２７８５５－１５－５））、みどり化学社製Ｐｙｒｏｇａｌｌｏｌ  ｔｒｉｔｏｓｙｌａ
ｔｅ（ＣＡＳ．ＮＯ．（２００３２－６４－８））、みどり化学社製ＤＴＳ－１０２（Ｃ
ＡＳ．ＮＯ．（７５４８２－１８－７））、みどり化学社製ＤＴＳ－１０３（ＣＡＳ．Ｎ
Ｏ．（７１４４９－７８－０））、みどり化学社製ＭＤＳ－１０３（ＣＡＳ．ＮＯ．（１
２７２７９－７４－７））、みどり化学社製ＭＤＳ－１０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（１１６８
０８－６７－４））、みどり化学社製ＭＤＳ－２０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（８１４１６－３
７－７））、みどり化学社製ＢＭＳ－１０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（１４９９３４－６８－９
））、みどり化学社製ＴＭＳ－１０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（１２７８２０－３８－６））、
みどり化学社製ＮＢ－１０１（ＣＡＳ．ＮＯ．（２０４４４－０９－１））、みどり化学
社製ＮＢ－２０１（ＣＡＳ．ＮＯ．（４４５０－６８－４））、みどり化学社製ＤＮＢ－
１０１（ＣＡＳ．ＮＯ．（１１４７１９－５１－６））、みどり化学社製ＤＮＢ－１０２
（ＣＡＳ．ＮＯ．（１３１５０９－５５－２））、みどり化学社製ＤＮＢ－１０３（ＣＡ
Ｓ．ＮＯ．（１３２８９８－３５－２））、みどり化学社製ＤＮＢ－１０４（ＣＡＳ．Ｎ
Ｏ．（１３２８９８－３６－３））、みどり化学社製ＤＮＢ－１０５（ＣＡＳ．ＮＯ．（
１３２８９８－３７－４））、みどり化学社製ＤＡＭ－１０１（ＣＡＳ．ＮＯ．（１８８
６－７４－４））、みどり化学社製ＤＡＭ－１０２（ＣＡＳ．ＮＯ．（２８３４３－２４
－０））、みどり化学社製ＤＡＭ－１０３（ＣＡＳ．ＮＯ．（１４１５９－４５－６））
、みどり化学社製ＤＡＭ－１０４（ＣＡＳ．ＮＯ．（１３０２９０－８０－１）、ＣＡＳ
．ＮＯ．（１３０２９０－８２－３））、みどり化学社製ＤＡＭ－２０１（ＣＡＳ．ＮＯ
．（２８３２２－５０－１））、みどり化学社製ＣＭＳ－１０５、みどり化学社製ＤＡＭ
－３０１（ＣＡＳ．Ｎｏ．（１３８５２９－８１－４））、みどり化学社製ＳＩ－１０５
（ＣＡＳ．Ｎｏ．（３４６９４－４０－７））、みどり化学社製ＮＤＩ－１０５（ＣＡＳ
．Ｎｏ．（１３３７１０－６２－０））、みどり化学社製ＥＰＩ－１０５（ＣＡＳ．Ｎｏ
．（１３５１３３－１２－９））、およびダイセルＵＣＢ社製ＵＶＡＣＵＲＥ１５９１な
どを挙げることができる。
【００２６】
　また、光酸発生剤として以下に示す化合物を用いることもできる。
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【化１３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２７】

10

20

30

40

(8) JP 4037856 B2 2008.1.23



【化１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２８】
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【化１５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２９】
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【化１６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３０】
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【化１７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３１】
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【化１８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３２】
　上記一般式において、Ｃ 1およびＣ 2はそれぞれ単結合または二重結合を形成した炭素原
子を示し、Ｒ 1 0は水素原子、フッ素原子、フッ素原子、アルキル基、またはアリール基を
示し、Ｒ 1 1およびＲ 1 2はそれぞれ１価の有機基を示している。Ｒ 1 1とＲ 1 2とは互いに結合
して環構造を形成していてもよい。
【００３３】
　さらに、光酸発生剤として以下に示す化合物を用いることもできる。
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【化１９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３４】
（上記一般式において、Ｚはアルキル基を示す。）
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【化２０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３５】
　光酸発生剤としては、オニウム塩を使用することが望ましい。使用可能なオニウム塩と
しては、例えば、フルオロホウ酸アニオン、ヘキサフルオロアンチモン酸アニオン、ヘキ
サフルオロヒ素酸アニオン、トリフルオロメタンスルホネートアニオン、パラトルエンス
ルホネートアニオン、およびパラニトロトルエンスルホネートアニオンを対イオンとする
ジアゾニウム塩、ホスホニウム塩、およびスルホニウム塩を挙げることができる。特に、
光酸発生剤は、下記一般式（４）および（５）に示すオニウム塩またはハロゲン化トリア
ジン化合物を含有していることが好ましい。この場合、感度と安定性との双方で有利であ
る。
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【化２１】
　
　
　
　
　
　
【００３６】
　上記一般式中、Ｒ６乃至Ｒ１０はそれぞれ芳香族基およびカルコゲニド原子と芳香族と
を有する官能基の何れか一方を示し、Ｃ１乃至Ｃ２はそれぞれカルコゲニド原子を示し、
Ａ４およびＡ５はそれぞれＰＦ 6

－ 、ＳｂＦ 6
－ 、ＢＦ 4

－ 、ＡｓＦ 6
－ 、ＣＦ 3ＳＯ 3

－ 、Ｃ

4Ｆ 9ＳＯ 3
－ 、およびＣＨ 3ＳＯ 3

－ からなる群より選択されるアニオン種を示し、ｍおよ
びｎは整数を示す。なお、ここでいう「カルコゲニド原子」はカルコゲン原子とカルコゲ
ン原子よりも陽性な原子を意味する。また、「カルコゲン原子」は、硫黄、セレン、テル
ル、ポロニウム、または沃素原子を意味する。
【００３７】
　上記一般式（４）または（５）で示されるオニウム塩は、硬化反応性が高く、しかも、
常温での安定性に優れる。そのため、上記のインクジェットインクが光を照射していない
状態で硬化するのを抑制することができる。
【００３８】
　上記一般式（４）または（５）に示す化合物を光酸発生剤として使用する場合、カルコ
ゲニド原子は硫黄原子またはヨウ素原子であることが熱的安定性や水分に対する安定性の
観点で好ましい。また、この場合、アニオン種は非有機酸、特にＰＦ 6

－ であることが酸
性度や熱的安定性の観点から望ましい。熱的安定性および感光性能の点から、フェニルス
ルフォニウム骨格を有するヘキサフルオロフォスフェート化合物は特に望ましい。
【００３９】
　光酸発生剤は、増感色素をさらに含んでいてもよい。増感色素としては、例えば、アク
リジン化合物、ベンゾフラビン類、ペリレン、アントラセン、およびレーザ色素類などを
挙げることができる。
【００４０】
　光酸発生剤としてキノンジアジド化合物を使用する場合には、例えばナフトキノンジア
ジドスルホニルクロリドやナフトキノンジアジドスルホン酸のような塩類を使用すること
ができる。
【００４１】
　有機ハロゲン化物は、ハロゲン化水素酸を形成する化合物を意味し、例えば、米国特許
第３５１５５５２号、第３５３６４８９号、および第３７７９７７８号、並びに、西独特
許公開公報２２４３６２１号に記載の化合物を挙げることができる。さらに詳しくは、例
えば、米国特許第３５１５５５２号に記載されるカーボンテトラブロミド、テトラ（ブロ
モメチル）メタン、テトラブロモエチレン、１，２，３，４－テトラブロモブタン、トリ
クロロエトキシエタノール、ｐ－ヨードフェノール、ｐ－ブロモフェノール、ｐ－ヨード
ビフェニル、２，６－ジブロモフェノール、１－ブロモ－２－ナフトール、ｐ－ブロモア
ニリン、ヘキサクロロ－ｐ－キシレン、トリクロロアセトアニリド、ｐ－ブロモジメチル
アニリン、テトラクロロテトラヒドロナフタレン、α，α’－ジブロモキシレン、α，α
，α’，α’－テトラブロモキシレン、ヘキサブロモエタン、１－クロロアントラキノン
、ω，ω，ω－トリブロモキナリジン、ヘキサブロモシクロヘキサン、９－ブロモフルオ
レン、ビス（ペンタクロロ）シクロペンタジフェニル、ポリビニリデンクロライド、およ
び２，４，６－トリクロロフェノキシエチルビニルエーテル、米国特許第３７７９７７８
号に記載されるヘキサブロモエタン、α，α，α－トリクロロアセトフェノン、トリブロ
モトリクロロエタン、およびハロメチル－Ｓ－トリアジン類を挙げることができる。とり
わけ、ハロメチル－Ｓ－トリアジン類、例えば２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－
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メチル－Ｓ－トリアジン、および２，４，６－トリス（トリクロロメチル）－Ｓ－トリア
ジンが好ましく用いられる。さらに好ましい有機ハロゲン化物としては、米国特許第３９
８７０３７号に開示されるビニルハロメチル－Ｓ－トリアジンで置換された化合物が挙げ
られる。このビニルハロメチル－Ｓ－トリアジン化合物は、少なくとも１つのトリハロメ
チル基と少なくとも１つのエチレン性不飽和結合でトリアジン環と共役している基とを有
する光分解性のＳ－トリアジン類であり、下記一般式（Ａ）で表わされる。
【化２２】
　
　
　
　
　
　
【００４２】
　上記一般式（Ａ）中、Ｑは臭素原子または塩素原子であり、Ｐは－ＣＱ 3、－ＮＨ 2、－
ＮＨＲ、－ＮＲ 2、または－ＯＲ基であり、Ｒはフェニルもしくは炭素数６以下の低級ア
ルキル基、ｎは１乃至３の整数を示し、Ｗは芳香環、複素環、または下記一般式（Ｂ）で
表わされる基である。
【化２３】
　
　
　
　
　
　
【００４３】
　上記一般式（Ｂ）中、Ｚは酸素もしくは硫黄原子を示し、Ｒ１は低級アルキル基もしく
はフェニル基を示す。
【００４４】
　上記一般式（Ａ）においてＷで表わされる芳香環もしくは複素環における少なくとも１
つの水素原子は、さらに置換されていてもよい。この場合、置換基としては、例えば、塩
素原子、臭素原子、フェニル基、炭素数６以下の低級アルキル基、ニトロ基、フェノキシ
基、アルコキシ基、アセトキシ基、アセチル基、アミノ基、およびアルキルアミノ基を挙
げることができる。また、上記一般式（Ａ）で表わされるビニルハロメチル－Ｓ－トリア
ジン化合物の具体的な例としては、以下に示す化合物を挙げることができる。
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【化２４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４５】

10

20

(18) JP 4037856 B2 2008.1.23



【化２５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４６】
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【化２６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４７】
　上述した化合物に加えて、トリハロメタンを骨格内に導入したトリアジン環を有する化
合物もまた、光酸発生剤として好適に用いることができる。トリアジン環が４以上の共役
した２重結合を有していると、感光波長が長波長化する。したがって、通常の高圧水銀ラ
ンプなどを光源として用いる場合には、そのような化合物を使用することが好ましい。こ
うした化合物としては、例えば、ナフタレン置換基を有するトリアジンや縮合トリアジン
化合物を挙げることができる。
【００４８】
　さらに、光解離性を有する酸エステルなども、光酸発生剤として好適に用いることがで
きる。例えば、アルミシラノールのオルトニトロベンジルエステルを挙げることができる
。
【００４９】
　インクジェットインク中における光酸発生剤の含有量は、使用する光酸発生剤の酸発生
効率や添加する色成分の量などに応じて決定することができる。例えば、顔料の濃度が５
重量％程度である場合には、光酸発生剤はインクジェットインク中に含まれる酸の存在下
で重合する化合物１００重量部に対して、通常、１重量部乃至１０重量部、好ましくは２
重量部乃至８重量部、より好ましくは４重量部乃至８重量部の割合で添加される。特にか
かるより好ましい範囲であると、インクの保存安定性を高めるとともに、配管やヘッドと
いった部材の腐食性も低減することができる。酸重合性化合物１００重量部に対する光酸
発生剤の割合が１重量部未満の場合には、インクジェットインクの感度が低くなる。一方
、１０重量部を超えると、インクの経時間的増粘が激しくなって塗膜性や光硬化後のイン
ク膜の硬度が低下する。また、記録装置の配管やヘッド部材の腐食が生じるおそれがある
。
【００５０】
　（色成分）
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　本発明における色成分としては、顔料および／または染料を含有することができる。た
だし、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクにおいては、その機構に酸を使用
しているため、酸により退色しやすい染料よりも顔料を使用することが望まれる。　
　色成分として利用可能な顔料は、顔料に要求される光学的な発色・着色機能を有するも
のであれば特に限定されず、任意のものを用いることができる。ここで使用される顔料は
、発色・着色性に加えて、磁性、蛍光性、導電性、あるいは誘電性等のような他の性質を
さらに示すものであってもよい。この場合には、画像に様々な機能を付与することができ
る。また、耐熱性や物理的強度を向上させ得る粉体を加えてもよい。
【００５１】
　使用可能な顔料としては、例えば、光吸収性の顔料を挙げることができる。そのような
顔料としては、例えば、カーボンブラック、カーボンリファインド、およびカーボンナノ
チューブのような炭素系顔料、鉄黒、コバルトブルー、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化クロ
ム、および酸化鉄のような金属酸化物顔料、硫化亜鉛のような硫化物顔料、フタロシアニ
ン系顔料、金属の硫酸塩、炭酸塩、ケイ酸塩、およびリン酸塩のような塩からなる顔料、
並びにアルミ粉末、ブロンズ粉末、および亜鉛粉末のような金属粉末からなる顔料が挙げ
られる。
【００５２】
　また、例えば、染料キレート、ニトロ顔料、アニリンブラック、ナフトールグリーンＢ
のようなニトロソ顔料、ボルドー１０Ｂ、レーキレッド４Ｒおよびクロモフタールレッド
のようなアゾ顔料（アゾレーキ、不溶性アゾ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔料など
を含む。）、ピーコックブルーレーキおよびローダミンレーキのようなレーキ顔料、フタ
ロシアニンブルーのようなフタロシアニン顔料、多環式顔料（ペリレン顔料、ペリノン顔
料、アントラキノン顔料、キナクリドン顔料、ジオキサン顔料、チオインジゴ顔料、イソ
インドリノン顔料、キノフラノン顔料など）、チオインジゴレッドおよびインダトロンブ
ルーのようなスレン顔料、キナクリドン顔料、キナクリジン顔料、並びにイソインドリノ
ン顔料のような有機系顔料を使用することもできる。
【００５３】
　黒インクで使用可能な顔料としては、例えば、コロンビア社製のＲａｖｅｎ  ５７５０
、Ｒａｖｅｎ  ５２５０、Ｒａｖｅｎ  ５０００、Ｒａｖｅｎ  ３５００、Ｒａｖｅｎ  １２
５５、Ｒａｖｅｎ  ７００、キャボット社製のＲｅｇａｌ  ４００Ｒ、Ｒｅｇａｌ  ３３０
Ｒ、Ｒｅｇａｌ  ６６０Ｒ、Ｍｏｇｕｌ  Ｌ、Ｍｏｎａｒｃｈ  ７００、Ｍｏｎａｒｃｈ  ８
００、Ｍｏｎａｒｃｈ  ８８０、Ｍｏｎａｒｃｈ  ９００、Ｍｏｎａｒｃｈ  １０００、Ｍ
ｏｎａｒｃｈ  １１００、Ｍｏｎａｒｃｈ  １３００、Ｍｏｎａｒｃｈ  １４００、三菱化
学社製のＮｏ．２３００、Ｎｏ．９００、ＭＣＦ８８、Ｎｏ．３３、Ｎｏ．４０、Ｎｏ．
４５、Ｎｏ．５２、ＭＡ７、ＭＡ８、ＭＡ１００、Ｎｏ２２００Ｂ、デグッサ社製のＣｏ
ｌｏｒ  Ｂｌａｃｋ  ＦＷ１、Ｃｏｌｏｒ  Ｂｌａｃｋ  ＦＷ２、Ｃｏｌｏｒ  Ｂｌａｃｋ  Ｆ
Ｗ２Ｖ、Ｃｏｌｏｒ  Ｂｌａｃｋ  ＦＷ１８、Ｃｏｌｏｒ  Ｂｌａｃｋ  ＦＷ２００、Ｃｏｌ
ｏｒ  Ｂｌａｃｋ  Ｓ１５０、Ｃｏｌｏｒ  Ｂｌａｃｋ  Ｓ１６０、Ｃｏｌｏｒ  Ｂｌａｃｋ  
Ｓ１７０、Ｐｒｉｎｔｅｘ  ３５、Ｐｒｉｎｔｅｘ  Ｕ、Ｐｒｉｎｔｅｘ  Ｖ、Ｐｒｉｎｔ
ｅｘ  １４０Ｕ、Ｓｐｅｃｉａｌ  Ｂｌａｃｋ  ６、Ｓｐｅｃｉａｌ  Ｂｌａｃｋ  ５、Ｓｐ
ｅｃｉａｌ  Ｂｌａｃｋ  ４Ａ、およびＳｐｅｃｉａｌ  Ｂｌａｃｋ  ４などのようなカーボ
ンブラックを挙げることができる。
【００５４】
　イエローインクで使用可能な顔料としては、例えば、Ｙｅｌｌｏｗ  １２８、Ｃ．Ｉ．
Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １２９、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １３９、
Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １５１、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  
１５０、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １５４、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅ
ｌｌｏｗ  １、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  ２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅ
ｌｌｏｗ  ３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙ
ｅｌｌｏｗ  １３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １４Ｃ、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅ
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ｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １６、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １７、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇ
ｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  ７３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  ７４、Ｃ．Ｉ．Ｐ
ｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  ７５、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  ８３、Ｃ．Ｉ
．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  ９３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ９５、Ｃ
．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ９７、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  ９８
、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １１４、およびＰｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  
１８０等が挙げられる。特に、これらの黄色顔料の中でも、酸に対する色劣化が少ないＰ
ｉｇｍｅｎｔ  Ｙｅｌｌｏｗ  １８０が好ましく用いられる。
【００５５】
　また、マゼンタインクで使用可能な顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  
Ｒｅｄ  １２３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  １６８、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅ
ｄ  １８４、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  ２０２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  
５、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  ７、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  １２、Ｃ．Ｉ
．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  ４８（Ｃａ）、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  ４８（Ｍｎ）
、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  ５７（Ｃａ）、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅｄ  ５７
：１、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｖｉｏｌｅｔ  １９およびＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｒｅ
ｄ  １１２等が挙げられる。
【００５６】
　さらに、シアンインクで使用可能な顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  
Ｂｌｕｅ  １５：３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｂｌｕｅ  １５：３４、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍ
ｅｎｔ  Ｂｌｕｅ  １６、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｂｌｕｅ  ２２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎ
ｔ  Ｂｌｕｅ  ６０、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｂｌｕｅ  １、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｂ
ｌｕｅ  ２、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ  Ｂｌｕｅ  ３、Ｃ．Ｉ．Ｖａｔ  Ｂｌｕｅ  ４、およ
びＣ．Ｉ．Ｖａｔ  Ｂｌｕｅ  ６０等が挙げられる。
【００５７】
　天然クレイ、鉛白や亜鉛華や炭酸マグネシウムなどの金属炭酸化物、バリウムやチタン
などの金属酸化物のような白色顔料も、色成分として有用である。白色顔料を含有したイ
ンクジェットインクは、白色印刷に使用可能なだけでなく、重ね書きによる印刷訂正や下
地補正に使用することができる。
【００５８】
　蛍光性を示す顔料としては、無機蛍光体および有機蛍光体の何れを使用してもよい。無
機蛍光体の材料としては、例えば、ＭｇＷＯ 4、ＣａＷＯ 4、（Ｃａ，Ｚｎ）（ＰＯ 4） 2：
Ｔｉ +、Ｂａ 2Ｐ 2  Ｏ 7：Ｔｉ、ＢａＳｉ 2Ｏ 5：Ｐｂ 2 +、Ｓｒ 2Ｐ 2Ｏ 7：Ｓｎ 2 +、ＳｒＦＢ 2

Ｏ 3 . 5：Ｅｕ 2 +、ＭｇＡｌ 1 6Ｏ 2 7：Ｅｕ 2 +、タングステン酸塩、イオウ酸塩のような無機
酸塩類を挙げることができる。また、有機蛍光体の材料としては、例えば、アクリジンオ
レンジ、アミノアクリジン、キナクリン、アニリノナフタレンスルホン酸誘導体、アンス
ロイルオキシステアリン酸、オーラミンＯ、クロロテトラサイクリン、メロシアニン、１
，１’－ジヘキシル－２，２’－オキサカルボシアニンのようなシアニン系色素、ダンシ
ルスルホアミド、ダンシルコリン、ダンシルガラクシド、ダンシルトリジン、ダンシルク
ロリドのようなダンシルクロライド誘導体、ジフェニルヘキサトリエン、エオシン、ε－
アデノシン、エチジウムブロミド、フルオレセイン、フォーマイシン、４－ベンゾイルア
ミド－４’－アミノスチルベン－２，２’－スルホン酸、β－ナフチル３リン酸、オキソ
ノール色素、パリナリン酸誘導体、ペリレン、Ｎ－フェニルナフチルアミン、ピレン、サ
フラニンＯ、フルオレスカミン、フルオレセインイソシアネート、７－クロロニトロベン
ゾ－２－オキサ－１，３－ジアゾル、ダンシルアジリジン、５－（ヨードアセトアミドエ
チル）アミノナフタレン－１－スルホン酸、５－ヨードアセトアミドフルオレセイン、Ｎ
－（１－アニリノナフチル４）マレイミド、Ｎ－（７－ジメチル－４－メチルクマニル）
マレイミド、Ｎ－（３－ピレン）マレイミド、エオシン－５－ヨードアセトアミド、フル
オレセインマーキュリーアセテート、２－（４’－（２’’－ヨードアセトアミド））ア
ミノナフタレン－６－スルホン酸、エオシン、ローダミン誘導体、有機ＥＬ色素、有機Ｅ
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Ｌポリマーや結晶、デンドリマー等を挙げることができる。
【００５９】
　インク層の耐熱性や物理的強度を向上させ得る粉体としては、例えば、アルミニウムや
シリコンの酸化物もしくは窒化物、フィラー、シリコンカーバイドなどを挙げることがで
きる。また、インク層に導電性を付与するために、導電性炭素顔料、カーボン繊維、銅、
銀、アンチモン、貴金属類などの粉体を添加してもよい。酸化鉄や強磁性粉は磁性を付与
するのに適しており、高誘電率なタンタル、チタン等の金属酸化粉なども配合することが
できる。
【００６０】
　また、本実施形態に係るインクジェットインクで顔料の補助成分として染料を添加する
ことが可能である。例えば、アゾイック染料、硫化（建材）染料、分散染料、蛍光増白剤
、油溶染料のような、酸性、塩基性が低く、溶媒に対して溶解性の高い染料が通常用いら
れるが、なかでもアゾ系、トリアリールメタン系、アントラキノン系、アジン系などの油
溶染料が好適に用いられる。例えば、Ｃ．Ｉ．Ｓｌｏｖｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ－２、６、
１４、１５、１６、１９、２１、３３，５６，６１，８０など、Ｄｉａｒｅｓｉｎ　Ｙｅ
ｌｌｏｗ－Ａ、Ｆ、ＧＲＮ、ＧＧなど、Ｃ．Ｉ．Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ－８，１
３，１４，２１，２７など，Ｃ．Ｉ．Ｄｉｓｐｅｒｓｅ　Ｖｉｏｌｅｔ－１、Ｓｕｍｉｐ
ｌａｓｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　ＲＲ、Ｃ．Ｉ．Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ－２、１１、１２、
２５、３５など、Ｄｉｒｅｓｉｎ　Ｂｌｕｅ－Ｊ、Ａ、Ｋ、Ｎなど、Ｏｒｉｅｎｔ　Ｏｉ
ｌ　Ｂｌｕｅ－ IIＮ、＃６０３など、Ｓｕｍｉｐｌａｓｔ　Ｂｌｕｅ　ＢＧなどを挙げる
ことができる。
【００６１】
　上述した顔料や染料は、単独でも２種以上の混合物として使用してもよい。また、吸光
性、彩度、色感などを高めるために、顔料と染料とを併用することもできる。さらに、顔
料の分散性を高めるために、高分子バインダとの結合やマイクロカプセル化処理などを施
してもよい。
【００６２】
　色成分の含有量は、１重量部以上２５重量部以下の量で配合されることが望ましい。１
重量部未満の場合には、充分な色濃度を確保することが困難となる。一方、２５重量部を
超えると、インク吐出性が低下する。より好ましくは、色成分の含有量は２重量部から８
重量部の範囲である。
【００６３】
　また、粉体成分の含有量は１重量％乃至５０重量％であることが望ましい。粉体成分の
含量が１重量％未満である場合には感度上昇等の効果が不十分となり、５０重量％を超え
ると解像性や感度が低下するおそれがある。
【００６４】
　インクジェットインクにおいては、色成分や粉体の平均粒径は可能な限り小さいことが
望まれる。一般に、色成分や粉体の粒径は、通常、インクジェットインクを吐出するノズ
ルの開口径の１／３以下であり、より好ましくは１／１０以下程度である。このサイズは
典型的には１０μｍ以下であり、１μｍ以下であることが好ましい。分散不良による沈降
を考慮すると、印刷用インクジェットインクとして好適な粒子径は０．３５μｍ以下とな
り、通常は０．１～０．３μｍの間の平均粒子径を有する。
【００６５】
　（酸の存在下で重合する化合物）
　酸の存在下で重合する化合物が、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクにお
いて溶媒として用いられる。溶媒は、こうした特性を有する重合性化合物から実質的にな
るものでる。「溶媒は重合性化合物から実質的になる」ことは、「溶媒が重合性化合物の
みからなる」ことと、「重合性化合物と不可避的に混入した微量の不純物とからなる」こ
ととを包含する。「不可避的に混入した微量の不純物」は、全溶媒中に最大で１０重量％
以下の濃度で存在することができる。好ましくは、「不可避的に混入した微量の不純物」
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の含有量は、通常５重量％以下である。これを越えると、実質的に残りの溶剤が空気中に
飛散し、安全上の問題が低下したり、硬化物内部に残存したりして、硬化性能が低下する
おそれがある。以下、各成分に分類してその詳細を述べる。
【００６６】
　ビニルエーテル化合物 (必須成分 )
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクにおいては、少なくともビニルエーテ
ル化合物が含まれる。さらに、酸重合性化合物の少なくとも４０重量部は、ビニルエーテ
ル化合物で占められる。ビニルエーテル化合物のみで溶媒を構成する場合には、その含有
量はインクジェットインク全体に対して３０重量％以上であることが好ましく、４０重量
％以上であることがより好ましい。３０重量％未満の場合には、ノズルつまりが生じたり
、感光性が低下するおそれがある。
【００６７】
　ビニルエーテル化合物は、重合性、および硬化硬度の観点から環式骨格を有することが
好ましく、具体的には下記一般式（１）で表わされる化合物が挙げられる。
【化２７】
　
　
　
【００６８】
　前記一般式（１）中、Ｒ 1 3は、ビニルエーテル基、ビニルエーテル骨格を有する基、ア
ルコキシ基、水酸基置換体および水酸基から選択され、少なくとも１つはビニルエーテル
基またはビニルエーテル骨格を有する基である。Ｒ 1 4は置換または非置換の環式骨格を有
する（ｐ＋１）価の基であり、ｐは０を含む正の整数である。ただし、Ｒ 1 4がシクロヘキ
サン環骨格であり、ｐが０の場合、揮発性の観点から、含酸素構造であることがより好ま
しい。具体的には、環上の少なくとも一つの炭素原子はケトン構造を有する構造、酸素原
子に置換されている構造、あるいは酸素含有置換基を有する構造などである。
【００６９】
　上述の分子骨格に導入されるビニルエーテル基の数は硬化性の観点からは多い方が望ま
しく、特に制限されないが、硬化後のインク層に再溶解性を付与するには、多くとも２乃
至３程度の価数とすることが望ましい。
【００７０】
　（ｐ＋１）価の有機基Ｒ 1 4としては、置換または非置換の芳香環、例えば、ベンゼン環
やナフタレン環、ビフェニル環を含む（ｐ＋１）価の基が挙げられる。あるいは脂環式骨
格、例えばシクロアルカン骨格や、ノルボルナン骨格、アダマンタン骨格、トリシクロデ
ンカン骨格、テトラシクロドデカン骨格、テルペノイド骨格、およびコレステロール骨格
などの誘導される（ｐ＋１）価の基などがでもよい。かかる脂環式骨格が、橋かけ構造を
有する場合、硬化物の硬度が上昇するためより望ましい。さらに、揮発性の観点からは、
含酸素構造であることがより望ましい。具体的には、環状の一部の炭素がケトン構造を有
する構造、酸素原子に置換されている構造、あるいは酸素含有置換基を有する構造などで
ある。
【００７１】
　上記一般式（１）で表わされる化合物は、通常、粘度が１ｍＰａ・ｓｅｃないし３０ｍ
Ｐａ・ｓｅｃ程度である。したがって、これら化合物の使用は、インクジェットインクを
十分に低粘度とするのに有効である。低粘度のビニルエーテル化合物の含有量は、溶媒全
量中４０重量部以上であれば、その効果を発揮することができる。
【００７２】
　一般式（１）で示される化合物のうちなかでも、少なくとも１つ以上のビニルエーテル
基が環に直接結合している場合、カチオン硬化性に優れ、顔料を同時に具備した場合にも
硬化性に優れるため望ましいものとなる。
【００７３】
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　環状化合物が芳香族骨格を含む場合、硬化物に硬度を付与したり、感光剤等の溶解性を
向上できるため望ましいものとなる。かかるビニルエーテル化合物としては、具体的には
次のアルコール化合物の水酸基を、ビニルエーテルやプロペニルエーテルに置換した化合
物等が挙げられる。例えば、下記化学式Ａｒｏ１で表わされるクメンアルコール、下記化
学式Ａｒｏ２で表わされるビニロキシベンゼン、下記で化学式Ａｒｏ３表わされるハイド
ロキノン、下記化学式Ａｒｏ４で表わされる１－カルボメトキシ－４－ビニロキシベンゼ
ン、下記化学式Ａｒｏ５で表わされる２－ヒドロキシナフタレン、下記化学式Ａｒｏ６で
表わされる１－ｔｅｒｔブチル－４－ビニロキシベンゼン、下記化学式Ａｒｏ７で表わさ
れるビスフェノールＡ、下記化学式Ａｒｏ８で表わされる１－オクチル－４－ビニロキシ
ベンゼン、下記化学式Ａｒｏ９で表わされる１－ヒドロキシ－３，５ジメチルベンゼン、
下記化学式Ａｒｏ１０で表わされる４－ヒドロキシクミルフェノール、および下記化学式
Ａｒｏ１１で表わされる３－イソプロピルフェノールなどのアルコールがこれに例示され
る。
【００７４】
　具体的なビニルエーテル化合物の例を、下記化学式に示す。
【化２８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７５】
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【化２９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７６】
　また、環状化合物が脂環式骨格の場合、臭気、安全性の観点で、芳香族ビニルエーテル
よりも好ましいものとなる。かかる脂環式骨格を有するビニルエーテル化合物としては、
環式骨格が４－６員環によって構成される単環、あるいはそれらが結合し橋かけ構造を有
する脂環式骨格が望ましい。例えば、次の脂環式アルコール化合物の水酸基をビニルエー
テルやプロペニルエーテルに置換した化合物等が挙げられる。シクロペンタンモノ（ジ）
オール、シクロペンタンモノ（ジ）メタノール、シクロヘキサン（ジ）オール、シクロヘ
キサンモノ（ジ）メタノール、ノルボルナンモノ（ジ）オール、ノルボルナンモノオール
モノメタノール、ノルボルナンモノ（ジ）メタノール、トリシクロデカンモノ（ジ）オー
ル、トリシクロデカンモノ（ジ）メタノール、およびアダマンタンモノ（ジ）オールなど
である。
【００７７】
　上記、脂環式骨格は、より具体的には下記一般式（ＶＥ１－ａ）または（ＶＥ１－ｂ）
で表わされる構造を有している。
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【化３０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７８】
（上記一般式中、Ｘ 1，Ｚ 1は原子数１以上５以下のアルキレン基、Ｙ 1は原子数１以上２
以下のアルキレン基であり、ｋは０または１である。）
　上述してきた化合物の具体的としては、次のアルコール化合物の水酸基をビニルエーテ
ルやプロペニルエーテルに置換した化合物等が挙げられる。例えば、下記化学式Ａｌｉ１
で表わされる４－シクロヘキサンジオール、下記化学式Ａｌｉ２で表わされるジシクロペ
ンタジエンメタノール、下記化学式Ａｌｉ３で表わされるイソボルネオール、下記化学式
Ａｌｉ４で表わされる１－ｔｅｒｔブチル－４－ビニロキシシクロヘキサノール、下記化
学式Ａｌｉ５で表わされるトリメチルシクロヘキサノール、下記化学式Ａｌｉ６で表わさ
れるジヒドロキシオクタヒドロフェニル、下記化学式Ａｌｉ７で表わされるヒドロキシト
リシクロデカンモノエン、下記化学式Ａｌｉ８で表わされるメントール、下記化学式Ａｌ
ｉ９で表わされる１，３ジヒドロキシシクロヘキサン、下記化学式Ａｌｉ１０で表わされ
るデカヒドロ－２－ナフタレノール、下記化学式Ａｌｉ１１で表わされるビニロキシシク
ロドデカノール、および下記化学式Ａｌｉ１２で表わされるノルボルナンジオールなどの
アルコールが挙げられる。
【００７９】
　より具体的なビニルエーテル化合物の例を、下記に示す。
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【化３１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８０】
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【化３２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８１】
　上記化合物のなかでも、脂環式骨格が、橋かけ構造を有するものが硬化物の硬度が上昇
するためより望ましい。また、アイエスピージャパン社製のＲＡＰＩ -ＣＵＲＥ  ＣＨＶＥ
：シクロヘキサンジメタノールジビニルエーテル、ＲＡＰＩ -ＣＵＲＥ  ＣＨＭＶＥ：シク
ロヘキサンジメタノールモノビニルエーテルも一般に知られているが、かかる化合物はビ
ニルエーテルが直接環状骨格に結合してないため、酸重合性の観点から性能が劣る傾向が
ある。
【００８２】
　上記脂環式骨格を有する化合物のうち、さらに環の一部の炭素が、酸素原子に置換され
ている、あるいは酸素含有置換基を有するなど、含酸素構造になっていることが揮発性や
顔料分散性の観点より望ましい。
【００８３】
　かかる酸素含有置換基を有する環構造をもつビニルエーテル化合物としては、例えば、
環式骨格が４－６員環によって構成される単環あるいはそれらが結合し橋かけ構造を有す
る脂環式骨格を有するアルコール化合物において、例えばその少なくとも１つ以上の水酸
基をメトキシ基やメトキシエトキシ基、アルコキシ基、アセトキシ基やアルキルエステル
基などのエーテルあるいはエステルで置換し、かつ残りをビニルエーテルやプロペニルエ
ーテルに置換した化合物等が挙げられる。例えば、そのアルコール化合物としてはシクロ
ペンタンジオール、シクロヘキサンジ（トリ）オール、シクロヘキサンジ（トリ）メタノ
ール、ノルボルナンジ（トリ）オール、ノルボルナンモノ（ジ）オールモノ（ジ）メタノ
ール、ノルボルナンジ（トリ）メタノール、トリシクロデカンジ（トリ）オール、トリシ
クロデカンジ（トリ）メタノール、アダマンタンジ（トリ）オールなどが例示される。
【００８４】
　より具体的には下記化学式で表わされる酸素含有置換基を有するビニルエーテル化合物
が最も望ましい。
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【化３３】
　
　
　
　
　
　
【００８５】
　他方、酸素原子が脂環式骨格内に含まれる場合、さらに粘度安定性が向上するためより
望ましいものとなる。かかる化合物としては、下記一般式（ＶＥ２－ａ）または（ＶＥ２
－ａ）で表わされる化合物が例示される。
【化３４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８６】
（上記一般式中、Ｘ 2，Ｙ 2、Ｚ 2のいずれかに少なくとも１個の酸素原子を含み、Ｘ 2，Ｚ
2は原子数１以上５以下のアルキレン基または酸素原子をエーテル結合として含む２価の
有機基、Ｙ 2は、酸素原子、原子数１以上２以下のアルキレン基または酸素原子をエーテ
ル結合として含む２価の有機基を示し、ｋは０または１である。）
　かかる化合物は脂環式骨格の安全性と優れた硬化性能、および、環構成原子として酸素
原子を有する環状炭化水素骨格は高表面張力を示すため高い溶解性や分散性を有しており
、さらには、比較的親水性の印刷媒体によって、インクをはじいたりする現象を低減させ
るためにもこれらの性能を共有するビニルエーテル化合物が最も好ましく用いられる。
【００８７】
　こうした構造の脂環式骨格を有するビニルエーテル化合物としては、環式骨格が４－６
員環の環状エーテル骨格を有する化合物が望ましい。例えば、次のアルコール化合物の水
酸基をビニルエーテルまたはプロペニルエーテルに置換した化合物等が挙げられる。具体
的には、置換または非置換のオキセタンモノオール、置換または非置換のオキセタンモノ
メタノール、オキサペンタンモノ（ジ）オールや、オキサシクロヘキサンモノ（ジ）オー
ル、イソソルビトールやマンニトール、オキサノルボルナンモノ（ジ）オール、オキサノ
ルボルナンモノオールモノメタノール、オキサノルボルナンモノ（ジ）メタノール、オキ
サトリシクロデカンモノ（ジ）オール、オキサアダマンタンモノ（ジ）オール、およびジ
オキソランメンタノールなどが挙げられる。
【００８８】
　かかる化合物のなかでも前記一般式（ＶＥ２－ａ）または（ＶＥ２－ｂ）で表される環
状骨格部分の構造において、酸素原子数と炭素原子数の比（酸素原子数／炭素原子数）は
、０．０８を越えることが好ましい。こうしたビニルエーテル化合物が用いられると、溶
解性や印刷媒体との濡れ性などの極性に関係する物性で特徴を発揮するインクが得られる
。（酸素原子数／炭素原子数）は、０．１５以上が好ましく、０．２５以上がより好まし
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い。
【００８９】
　具体的なビニルエーテル化合物としては、ＣａｓＮｏ．２２２１４－１２－６，Ｃａｓ
Ｎｏ．２０１９１－８５－９などが挙げられる。こうした化合物のように、オキセタン環
や、ヒドロフラン環のような、歪んだ環状エーテル構造をもつ化合物が、反応性も向上す
るため望ましい。なかでもヒドロフラン環は揮発性の観点で望ましい。さらに硬化硬度が
高まるため、かかる環式構造は橋かけ構造を有する場合最も望ましいものとなる。より具
体的には、以下に示すビニルエーテルが最も望ましい。
【化３５】
　
　
　
　
　
【００９０】
　上述してきた一連のビニルエーテル化合物は、例えば、Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１９
６５（２）１５６０－１５６１やＪ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｖｏｌ．１２４，Ｎｏ．
８，１５９０－１５９１（２００２）などに記載されている方法によって、好適に合成す
ることができる。かかる方法を用いた場合、相当する芳香族アルコールや脂環アルコール
化合物を出発原料とし、ハロゲン化イリジウムなどの触媒下、ビニルエーテルやプロペニ
ルエーテルの酢酸エステルを作用させる。これによって、目的とするビニルエーテルやプ
ロペニルエーテル化合物を容易に得ることができる。例えば、メントールと酢酸ビニルと
を、イリジウム化合物を触媒として炭酸ナトリウムのトルエン混合液中で、アルゴン雰囲
気の下、加熱攪拌することにより、メントールビニルエーテル（ＭＴＶＥ）を得ることが
できる。
【００９１】
　本合成方法は、本願に例示されるいかなる化合物においても用いることができ好適であ
る。
【００９２】
　（その他、添加することのできる酸重合性化合物）
　上記ビニルエーテル化合物は単独で用いる場合、硬化特性が最も望ましいが、その硬化
特性を著しく低下することない範囲内で、他の酸で重合する化合物を加えることができる
。かかる配合により、保存安定性を高めたり、感光剤の溶解性を高めたり、印刷物に適当
な可とう性や、光沢などの性状を付与できる。
【００９３】
　添加することのできる酸の存在下で重合する重合性化合物は、一般に、酸重合性化合物
として知られるものであれば、別段制限無く使用することができる。例えば、エポキシ基
、オキセタン基、およびオキソラン基などのような環状エーテル基を有する化合物、上述
した置換基を側鎖に有するアクリルまたはビニル化合物、カーボネート系化合物、低分子
量のメラミン化合物、ビニルカルバゾール類、スチレン誘導体、アルファ－メチルスチレ
ン誘導体、ビニルアルコールとアクリル、メタクリルなどのエステル化合物をはじめとす
るビニルアルコールエステル類など、カチオン重合可能なビニル結合を有するモノマー類
が挙げられる。これらは単独もしくは２種以上を併せて使用することが可能である。ただ
し、これらの化合物すべてにおいて、良好な特性を得られるというものではなく、特定の
用途で特定の組み合わせを用いることによって、硬化特性を損なうことをなく、他の特性
を向上できる。以下その詳細を説明する
　（エポキシ化合物）
　前記一般式（１）で表されるビニルエーテル化合物に加えて、以下に示す化合物を用い
ることができる。例えば、炭素数１ないし１５程度の２価の脂肪族骨格または脂環式骨格
を有する炭化水素基、あるいは、脂肪族鎖または脂環式骨格を一部に有する２価の基の一
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方あるいは両方に、エポキシ基あるいは脂環式エポキシ基を有する以下の一般式（１１）
または（１２）で表わされる化合物を挙げることができる。こうした化合物もまた、酸重
合性を有する。
【化３６】
　
　
　
　
　
　
【００９４】
　上記一般式（１１）、（１２）において、Ｒ１ないしＲ３はそれぞれエポキシ基または
脂環骨格を有するエポキシ基を示し、Ａ１およびＡ２は炭素数１ないし１５程度の２価の
脂肪族骨格または脂環式骨格を有する炭化水素基、あるいは、脂肪族鎖または脂環式骨格
を示している。また、かかる化合物における脂肪鎖や脂環の炭素原子のうち、一部が酸素
原子を置換されていたり、ケトン骨格を有していてもかまわない。
【００９５】
　一般式（１１）または（１２）で表わされる化合物は、通常、粘度が５ｍＰａ・ｓｅｃ
ないし１００ｍＰａ・ｓｅｃ程度であり、配合により吐出が損なわれることが少ない。特
に脂環式エポキシ化合物は、酸重合性の向上や、感光剤の溶解性を付与したい場合に望ま
しいが、硬化速度は低下しやすく、一方、保存安定性、溶剤耐性が損なわれる。したがっ
て、これらの化合物の好適な添加量は全酸硬化性化合物の０％から最大６０％の範囲であ
る。
【００９６】
　また、硬化後のインクに可撓性、光沢度などを付与することが要求される場合、下記一
般式（１３）で表わされるエポキシ化合物を用いることもできる。下記一般式（１３）に
示す脂環式エポキシ化合物は、通常、粘度が５０ｍＰａ・ｓｅｃないし１００００ｍＰａ
・ｓｅｃ以上の高粘度である。
【化３７】
　
　
　
【００９７】
　上記一般式（１３）において、Ｒ４およびＲ５はそれぞれエポキシ基または脂環骨格を
有するエポキシ基を示し、Ａ３はアルキレン基および／または脂環式骨格とを少なくとも
有するｋ＋１価の官能基（ｋは自然数）を示している。
【００９８】
　例えば、インクジェットインク１００重量部に対して、ビニルエーテル化合物が５０重
量部ないし９０重量部の割合で含有される場合には、上述の高粘度エポキシ化合物は１０
重量部ないし４０重量部の割合で添加されることが望まれる。これによって、吐出に必要
な最低限の流動性（５０℃で３０ｍＰａ・ｓｅｃ以下の粘度）を確保することが可能とな
る。特に、ビニルエーテル化合物と高粘度化合物との重量比は、ほぼ１：１ないし１０：
１とすることが好ましい。ビニルエーテル化合物と高粘度エポキシ化合物とをこのように
組み合わせる場合には、光酸発生剤としては、上述した一般式（４）または（５）で表わ
される化合物を用い、顔料の配合量は１重量部以上２５重量部以下とすることが望ましい
。なかでも５００ｍＰａ・ｓｅｃ以上の高粘度、高分子量のエポキシ化合物を添加した場
合には可撓性、光沢度が優れる。これによって、吐出に適切でかつ硬化物の可撓性、光沢
度を得られるインクジェットインクが調整可能となる。
【００９９】
　また、下記一般式（１６）で表わされるエポキシ化合物をビニルエーテル化合物と併用
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して用いた場合には、インクジェットインクの保存性およびインク層の可撓性を向上させ
ることができる。
【化３８】
　
　
　
【０１００】
　上記一般式（１６）中、Ｒ 1 1はグリシジルエーテル基、Ｒ 1 2は炭素数１ないし６のアル
キレン基または水酸基置換アルキレン基、または炭素数６ないし１５の脂環式骨格または
水酸基置換の脂環式骨格を有するアルキレン基であり、ｊは１ないし３である。なかでも
、適当な粘度、酸重合性、保存安定性の観点から、ネオペンチルグリコールのジグリシジ
ルエーテル化合物が特異的といって良いほど、良好な性能が得られる。但し、これらの化
合物の過剰な添加は、硬化性能の低下を引き起こすため、例えば、インクジェットインク
１００重量部に対して、ビニルエーテル化合物が５０重量部ないし９０重量部の割合で含
有される場合には、上述のエポキシ化合物は１０重量部ないし４０重量部の割合で添加さ
れることが望まれる。
【０１０１】
　上記エポキシ化合物の具体例としては、例えば、ダイセル化学社製のセロキサイド２０
２１、セロキサイド２０２１Ａ、セロキサイド２０２１Ｐ、セロキサイド２０８１、セロ
キサイド２０００、セロキサイド３０００に例示される脂環式エポキシ、エポキシ基を有
する（メタ）アクリレート化合物であるサイクロマーＡ２００、サイクロマーＭ１００、
ＭＧＭＡのようなメチルグリシジル基を有するメタクリレート、低分子エポキシ化合物で
あるグリシドール、β－メチルエピコロルヒドリン、α－ピネンオキサイド、Ｃ１２～Ｃ
１４のα－オレフィンモノエポキシド、Ｃ１６～Ｃ１８のα－オレフィンモノエポキシド
、ダイマックＳ－３００Ｋのようなエポキシ化大豆油、ダイマックＬ－５００のようなエ
ポキシ化亜麻仁油、エポリードＧＴ３０１、およびエポリードＧＴ４０１のような多官能
エポキシなどを挙げることができる。
【０１０２】
　さらに、サイラキュアのような米国ダウケミカル社の脂環式エポキシや、水素添加する
とともに脂肪族化した低分子フェノール化合物の水酸基末端をエポキシを有する基で置換
した化合物、エチレングリコールやグリセリン、ネオペンチルアルコールやヘキサンジオ
ール、トリメチロールプロパンなどの多価脂肪族アルコール／脂環アルコールなどのグリ
シジルエーテル化合物、エチレンオキサイド系ポリマーの末端にグリシジルエーテル基を
有する化合物、不飽和結合を有するテルペン系化合物を出発物質とし、その不飽和結合を
酸化してエポキシ化したような化合物、ヘキサヒドロフタル酸や、水添芳香族の多価カル
ボン酸のグリシジルエステルなどを使用することができる。
【０１０３】
　（オキセタン化合物）
　また、酸重合性化合物の一部として、オキセタン化合物を好適に用いることができる。
例えば数十ｍ毎分という高速な印字が求められる場合や、さらに溶剤への耐性が要求され
る場合には、オキセタン化合物を配合することが好ましい。従来のインクジェットインク
の主溶媒としてオキセタン化合物を用いた場合には、通常、粘度が著しく上昇して、他の
溶媒との粘度調整が困難であった。しかしながら、ビニルエーテル化合物と組み合わせて
使用する場合には、このビニルエーテル化合物が非常に低粘度であるため、容易にインク
化することが可能である。
【０１０４】
　オキセタン化合物としては、芳香族または脂肪族、脂環式オキセタン化合物などがよく
、構造内に一部エーテル結合を有するものでもかまわない。かかる化合物の混合組成比と
して望ましいのは、溶剤耐性を鑑みれば芳香族オキセタン化合物が０～４０重量部の範囲
であり、粘度適性を鑑みればビニルエーテル化合物が６０重量部以上である。また、硬化
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促進の観点からかかるインク内のオキセタン化合物の総添加量は少なくとも４０重量部以
上であることが望ましく、また、硬化硬度の観点から脂環式骨格と芳香族骨格を有する化
合物の総量が少なくとも３０重量部以上であることが望ましい。
【０１０５】
　これらの範囲を逸脱すると、硬化速度、吐出性能、および溶剤耐性といった特性全てを
十分に満足することが困難となるおそれがある。
【０１０６】
　脂肪族または脂環式オキセタン化合物としては、例えば、（ジ［１－エチル（３－オキ
セタニル）］メチルエーテル、３－エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキ
セタン、［（１－エチル－３－オキセタニル）メトキシ］シクロヘキサン、ビス［（１－
エチル－３－オキセタニル）メトキシ］シクロヘキサンや、ビス［（１－エチル－３－オ
キセタニル）メトキシ］ノルボルナンなどの脂環に１以上のオキセタン含有基が導入され
た化合物などが挙げられる。また、エチレングリコールやプロピレンゴリコール、ネオペ
ンチルアルコールなどの脂肪族多価アルコールに、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオ
キセタンのようなオキセタン含有アルコールを脱水縮合させたエーテル化合物などを用い
ることもできる。
【０１０７】
　また、芳香族骨格を含むオキセタン化合物としては、例えば１，４－ビス（（１－エチ
ル－３オキセタニル）メトキシ）ベンゼン、１，３－ビス（（１－エチル－３オキセタニ
ル）メトキシ）ベンゼン、４，４‘－ビス（（３－エチル－３オキセタニル）メトキシ）
ビフェニル、およびフェノールノボラックオキセタン類が挙げられる。
【０１０８】
　但し、過剰の添加は粘度の増大をきたし、吐出不能となる場合があるため、例えば、イ
ンクジェットインク１００重量部に対して、ビニルエーテル化合物が５０重量部ないし９
０重量部の割合で含有される場合には、上述のオキセタン化合物は１０重量部ないし６０
重量部の割合で添加されることが望まれる。また、なかでも５００ｍＰａ・ｓｅｃ以上の
高粘度、高分子量のオキセタン化合物を添加した場合には結果として得られる印刷物の可
撓性、光沢度に優れる。
【０１０９】
　（環状エステル、環状カーボネート系酸重合性化合物）
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクにおいて必須成分として含有される光
酸発生剤には、ビニルエーテル化合物を始めとする酸重合性化合物に対する溶解性が低い
ものが多い。光酸発生剤のインクジェットインクに対する溶解性が低い場合には、光照射
時の感度が不足して、インク硬化膜の硬度低下を生じるおそれがある。あるいは、溶解し
きれなかった光酸発生剤が粗大粒子のような不純物として存在し、吐出安定性を妨げると
いった弊害が生じることがある。
【０１１０】
　こうした場合には、光酸発生剤を極めて良く溶解する環状カーボネートまたは環状ラク
トン化合物を含有させることが有効である。例えば環状カーボネートであるプロピレンカ
ーボネートは、溶解度パラメーターが２７ＭＰａ 1 / 2近傍の値であり、酸重合性化合物よ
りも極性が大きい傾向にある。このため、酸重合性化合物に溶解するのが困難な光酸発生
剤を用いる場合でも、プロピレンカーボネートを少量添加することによって、光酸発生剤
の溶解性を上げることができる。
【０１１１】
　また、プロピレンカーボネートは重合性を有している。したがって、インクジェットイ
ンクに用いる場合も、インク膜硬化後に揮発成分として雰囲気中に排出されることが極め
て少なく、本発明の実施形態にかかるインクジェットインク全般に用いて好ましいものと
なる。他の環状カーボネート，環状ラクトン化合物としては、プロピレンカーボネートプ
ロペニルエーテル、ジメチルカーボネート、ジフェニルカーボネート、などが挙げられる
。但しこれらの化合物の過剰な混合は、硬化性能の低下をきたすため、例えば、インクジ
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ェットインク１００重量部に対して、ビニルエーテル化合物が５０重量部ないし９０重量
部の割合で含有される場合には、上述の環状化合物は５重量部ないし４０重量部の割合で
添加されることが望まれる。
【０１１２】
　（その他添加可能な酸重合性化合物）
　さらに、次のような化合物も添加することができる。
【０１１３】
　高分子量の化合物としては、例えば、長鎖アルキレン基などによって結合されたエポキ
シ基、オキセタン基、オキソラン基などのような環状エーテル基を有する分子量５０００
以下の化合物、上述した置換基を側鎖に有するアクリル又はビニル化合物、カーボネート
系化合物、低分子量のメラニン化合物、ビニルエーテル類やビニルカルバゾール類、スチ
レン誘導体、アルファ－メチルスチレン誘導体、ビニルアルコールとアクリル、メタクリ
ルなどのエステル化合物をはじめとするビニルアルコールエステル類など、カチオン重合
可能なビニル結合を有するモノマーおよびそのモノマー１種以上が重合したオリゴマーが
挙げられる。
【０１１４】
　溶媒には、上述した化合物に加えて、次のような化合物がさらに含有されていてもよい
。例えば、ビニルアルコールの単独もしくは共重合体、カゼイン、セルロースのように酸
反応性・脱水縮合性のＯＨ基、ＣＯＯＨ基、アセタール基等を有する分子量５０００以下
の樹脂、同じく分子量５０００以下のポリカーボネート樹脂、ポリアミック酸、ポリアミ
ノ酸もしくはアクリル酸と側鎖に酸重合性二重結合を有するビニル化合物との共重合体、
ビニルアルコールと側鎖に酸重合性二重結合を有するビニル化合物との共重合体、および
メチロール化されたメラミン化合物などである。
【０１１５】
　（その他、添加することのできる化合物）
　本発明の感光性組成に、さらに塩基性添加剤や、分散剤、界面活性剤、ラジカル重合性
モノマーや、ラジカル発生剤、酸重合性でない特殊な溶剤などを含むことが可能である。
以下にその成分ごとに分類し詳述する。
【０１１６】
　（塩基性化合物）
　インクジェットインクは、インクジェット吐出の安定性が高いことが望まれるが、一般
に、経時的粘度増加が高い傾向にあり、そのままでは短期間しか性能を維持することがで
きない。そこで、塩基性化合物および塩基性を発現する化合物の少なくとも一方を、粘度
安定化剤としてさらに含有することが望ましい。色成分としてカーボンブラックが用いら
れる場合、こうした粘度安定化剤の効果はさらに顕著に発揮される。さらに、かかる塩基
性化合物は、同時に、記録装置のインクジェットヘッド内部や、インク配管の金属部分の
酸からの腐食を著しく低減させる効果も同時に有するため、本発明の実施形態にかかるイ
ンクジェットインク全般に用いて好ましいものとなる。
【０１１７】
　塩基性化合物としては、上述したような酸で重合する化合物中に溶解可能な任意の無機
塩基および有機塩基を使用することができるが、その溶解性から有機塩基がより望ましい
。有機塩基としては、アンモニアやアンモニウム化合物、置換または非置換アルキルアミ
ン、置換または非置換の芳香族アミン、ピリジン、ピリミジン、イミダゾールなどのヘテ
ロ環骨格を有する有機アミンが挙げられる。より具体的には、ｎ－ヘキシルアミン、ドデ
シルアミン、アニリン、ジメチルアニリン、ジフェニルアミン、トリフェニルアミン、ジ
アザビシクロオクタン、ジアザビシクロウンデカン、３－フェニルピリジン、４－フェニ
ルピリジン、ルチジン、２，６－ジ－ｔ－ブチルピリジン、４－メチルベンゼンスルホニ
ルヒドラジド、４，４’－オキシビス（ベンゼンスルホニルヒドラジド）、および１，３
－ベンゼンジスルホニルヒドラジドのようなスルホニルヒドラジドなどが挙げられる。
【０１１８】
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　塩基性化合物としては、アンモニウム化合物も用いることができる。好ましいアンモニ
ウム化合物は、下記一般式 (２３ )で示される第四級アンモニウム塩である。
【化３９】
　
　
　
　
　
　
　
【０１１９】
（上記一般式（２３）中、Ｒ a、Ｒ b、Ｒ c、およびＲ dは、おのおのアルキル、シクロアル
キル、アルキルアリールまたはアリール基を表わし、その中で１個またはそれ以上の脂肪
族ＣＨ 2基が酸素原子により置き換えられていてもよい。Ｘ 3は塩基性陰イオンである。）
　上記一般式 (２３ )で表される化合物としては、Ｒ aないしＲ dが、おのおの、メチル、エ
チル、プロピル、イソプロピル、ブチル、ドデシル、フェニル、ベンジルであり、Ｘ 3- 
が水酸イオン、－ ＯＲはＣ 1 ～Ｃ 4 アルキル基本、 -ＯＣＯＲ’（Ｒ’はアルキル、アリ
ール、アルキルアリール）、ＯＣＯＯ -  、ＯＳＯＯ -  で表わされるアニオンが好ましく用
いられる。特に好ましくは、水酸化テトラメチルアンモニウム、および水酸化テトラブチ
ルアンモニウムが挙げられる。これらの塩基性化合物は、１種あるいは２種以上を併用し
て用いることができる。
【０１２０】
　本発明の粘度安定剤として用いられる塩基性化合物の塩基性度は、ビニルエーテル化合
物単独もしくはオキセタン化合物と併用される場合、水溶液の状態での温度２５℃におけ
る塩基解離定数ｐＫｂが３以上の塩基性化合物が望ましく、逆にｐＫｂが７を越える化合
物ではあまり効果がみられない。そのような条件を満たす化合物としては、例えば、脂肪
族アミンおよび置換脂肪族アミン類が好適である。
【０１２１】
　しかしながら、本発明のビニルエーテル化合物が、さらに同時にエポキシ化合物が含有
される場合、イミダゾールをはじめとするあまりに強力な塩基性化合物を使用した場合に
は、例えば経時重合を生じたり、あるいは光酸発生剤の分解などの副反応を生じやすくな
るおそれがある。一方、あまりに塩基性の低い化合物は、添加による粘度安定化の効果を
十分に得ることが困難になる。例えば、水溶液の状態での温度２５℃における塩基解離定
数ｐＫｂが４以上の塩基性化合物が望ましく、逆にｐＫｂが１１を越える化合物では殆ど
効果がみられない。そのような条件を満たす化合物としては、例えば、ピリジン誘導体、
アニリン誘導体、アミノナフタレン誘導体、その他の含窒素ヘテロ環化合物およびその誘
導体が好適である。
【０１２２】
　ピリジン誘導体としては、例えば、２－フルオロピリジン、３－フルオロピリジン、２
－クロロピリジン、３－クロロピリジン、３－フェニルピリジン、２－ベンジルピリジン
、２－ホルミルピリジン、２－（２′－ピリジル）ピリジン、３－アセチルピリジン、２
－ブロモピリジン、３－ブロモピリジン、２－ヨードピリジン、３－ヨードピリジン、お
よび２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルピリジン等を挙げることができる。
【０１２３】
　アニリン誘導体としては、例えば、アニリン、４－（ｐ－アミノベンゾイル）アニリン
、４－ベンジルアニリン、４－クロロ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、３－５－ジブロモア
ニリン、２，４－ジクロロアニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－３
－ニトロアニリン、Ｎ－エチルアニリン、２－フルオロアニリン、３－フルオロアニリン
、４－フルオロアニリン、２－ヨードアニリン、Ｎ－メチルアニリン、４－メチルチオア
ニリン、２－ブロモアニリン、３－ブロモアニリン、４－ブロモアニリン、４－ブロモ－
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Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、２－クロロアニリン、３－クロロアニリン、４－クロロアニ
リン、３－クロロ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、３－ニトロアニリン、４－ニトロアニリ
ン、２－メトキシアニリン、３－メトキシアニリン、ジフェニルアミン、２－ビフェニル
アミン、ｏ－トルイジン、ｍ－トルイジン、ｐ－トルイジン、３，３′－ジアミノジフェ
ニルスルホン、４，４′－ジアミノジフェニルスルホン、および４，４′－ビス（４－ア
ミノフェノキシ）ジフェニルスルホン等を挙げることができる。
【０１２４】
　アミノナフタレン誘導体としては、例えば、１－アミノ－６－ヒドロキシナフタレン、
１－ナフチルアミン、２－ナフチルアミン、ジエチルアミノナフタレン、および、Ｎ－メ
チル－１－ナフチルアミン等を挙げることができる。
【０１２５】
　その他の窒素ヘテロ環化合物およびその誘導体としては、例えば、シノリン、３－アセ
チルピペリジン、ピラジン、２－メチルピラジン、メチルアミノピラジン、ピリダジン、
２－アミノピリミジン、２－アミノ－４，６－ジメチルピリミジン、２－アミノ－５－ニ
トロピリミジン、２，４，６－トリアミノ－１，３，５－トリアジン、ピロール、ピラゾ
ール、１－メチルピラゾール、１，２，４－トリアゾール、インダゾール、ベンゾトリア
ゾール、キナゾリン、キノリン、３－アミノキノリン、３－ブロモキノリン、８－カルボ
キシキノリン、３－ヒドロキシキノリン、６－メトキシキノリン、５－メチルキノリン、
キノキサリン、チアゾール、２－アミノチアゾール、３，４－ジアザインドール、プリン
、８－アザプリン、インドール、およびインドリジン等を挙げることができる。
【０１２６】
　脂肪族アミンとその誘導体としては、下記一般式（２１）で表わされるアミン誘導体が
挙げられる。
【化４０】
　
　
　
　
【０１２７】
　上記一般式（２１）中、Ｒ 2 1、 R2 2および R2 3は同一であっても異なっていてもよく、少
なくとも一つは置換または非置換のアルキル基であり、残りは水素原子、ヒドロキシル基
、置換または非置換のアルキル基である。このような一般式（２１）で表わされるアミン
化合物はオキセタンやビニルエーテル化合物と組み合わせて用いることが望ましい。
【０１２８】
　また、上述した塩基性化合物が、下記一般式（２２）で表わされるアニオンと塩を形成
し、かつアニオンの酸性度が低い場合には、化合物自体が弱い塩基としての作用を有する
。したがって、前述と同様に用いることができる。
【化４１】
　
　
　
　
　
　
【０１２９】
　上記一般式（２２）中、Ａ -はスルフォネートアニオンまたはカルボキシルアニオンを
有する化合物、Ｒ 2 1ないしＲ 2 4は同一であっても異なっていてもよく、置換または非置換
の芳香族基、水素原子、ヒドロキシル基、置換または非置換の芳香族基、置換または非置
換のアルキル基である。
【０１３０】
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　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、露光後に加熱される場合があるこ
とから、塩基性化合物の揮発性は極力低いことが望ましい。具体的には、塩基性化合物の
沸点は常温で１５０℃以上であることが好ましく、１８０℃以上であることがより好まし
い。
【０１３１】
　粘度安定化剤としての塩基性化合物または塩基性を発現する化合物は、光酸発生剤の総
モル量に対して、１モル％以上３０モル％以下の割合でインクジェットインクに配合され
ることが望ましい。より好ましくは、２モル％以上１５モル％以下である。この範囲を逸
脱すると、感度が著しく低下するかあるいは粘度の安定化効果がなくなる。
【０１３２】
　光または放射線の照射により分解される感光性塩基性化合物を用いた場合には、塩基添
加に伴なう感度の低下を低減することができるため望ましいものとなる。
【０１３３】
　感光性塩基性化合物としては、スルホニウム化合物、ヨードニウム化合物を好適に用い
ることができる。例えばスルホニウム化合物としては、下記一般式（ＳＳ１）～（ＳＳ４
）で示される化合物が例示される。
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【化４２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１３４】
（式中、Ｒ 3 1、Ｒ 3 2、およびＲ 3 3は、それぞれアルキル基、アリール基、ヘテロアリール
基、あるいはアルキル基、アルキルアリール基、ハロゲン原子、アルコキシ基、フェノキ
シ基、チオフェノール基、フェニルスルホニル基またはフェニルスルフェニル基により置
換されたアリール基であり、Ｙは、ＣＨ 2、ＯまたはＳである。Ｒ 3 4、Ｒ 3 5、Ｒ 3 6、およ
びＲ 3 7は、おのおのアルキル基、アルコキシ基、またはハロゲン原子であり、Ｘ 1-は、塩
基性陰イオンを表わす。）
　Ｒ 3 1、Ｒ 3 2、およびＲ 3 3としては、好ましくは、メチル基、エチル基、プロピル基、イ
ソプロピル基、ブチル基、フェニル基、ビフェニル基、トリル基、キシリル基、クロロフ
ェニル基、ブロモフェニル基、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、プロピルオキ
シフェニル基、ブチルオキシフェニル基、ｔｅｒｔ－ブチルオキシフェニル基、フェノキ
シフェニル基、チオフェノキシフェニル基、フェノキシフェニル基、チオフェノキシフェ
ニル基、およびフェニルスルホニルフェニル基が挙げられる。
【０１３５】
　Ｒ 3 4、Ｒ 3 5、Ｒ 3 6、およびＲ 3 7としては、好ましくはアルキル基、メトキシ基、エトキ
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シ基、塩素原子または臭素原子が挙げられる。
【０１３６】
　Ｘ 1-としては、水酸イオン、 -ＯＲはＣ 1～Ｃ 4アルキル基本、 -ＯＣＯＲ’（Ｒ’はアル
キル基、アリール基またはアルキルアリール基）、ＯＣＯＯ -  、ＯＳＯＯ -  で表されるア
ニオンが挙げられる。
【０１３７】
　ヨードニウム化合物としては、下記一般式（ＩＳ１）～（ＩＳ４）で示される化合物が
好ましい。
【化４３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１３８】
　上記一般式中、Ｒ 3 8、Ｒ 3 9は、おのおのアルキル基、アリール基、ヘテロアリール基、
あるいはアルキル基、アリール基、ハロゲン原子、アルコキシ基、フェノキシ基、チオフ
ェノール基、フェニルスルホニル基またはフェニルスルフェニル基によりモノ、ジまたは
トリ置換されたアリール基である。ＹはＣＨ 2、ＯまたはＳであり、Ｒ 4 0、Ｒ 4 1、Ｒ 4 2、
Ｒ 4 3は、おのおのアルキル基、アルコキシ基またはハロゲン原子であり、ｎは５または６
であり、Ｘ 2-は、塩基性陰イオンである。
【０１３９】
　Ｒ 3 8、Ｒ 3 9としては、好ましくは、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基
、ブチル基、フェニル基、ビフェニル基、トリル基、キシリル基、クロロフェニル基、ブ
ロモフェニル基、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、プロピルオキシフェニル基
、ブチルオキシフェニル基、ｔｅｒｔ－ブチルオキシフェニル基、フェノキシフェニル基
、チオフェノキシフェニル基、フェノキシフェニル基、チオフェノキシフェニル基、およ
びフェニルスルホニルフェニル基が挙げられる。
【０１４０】
　Ｒ 4 0、Ｒ 4 1、Ｒ 4 2、およびＲ 4 3としては、好ましくはアルキル基、メトキシ基、エトキ
シ基、塩素原子または臭素原子が挙げられる。
【０１４１】
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　Ｘ 2-としては、好ましくは水酸イオン、 -ＯＲはＣ 1～Ｃ 4アルキル基本、 -ＯＣＯＲ’（
Ｒ’はアルキル基、アリール基、アルキルアリール基）、ＯＣＯＯ -、ＯＳＯＯ -で表わさ
れるアニオンが挙げられる。
【０１４２】
　スルホニウム化合物、ヨードニウム化合物として特に好ましいものとしては、例えば、
トリフェニルスルフォニウムアセテート、水酸化トリフェニルスルホニウム、トリフェニ
ルスルホニウムフェノレート、水酸化トリス－（４－メチルフェニル）スルホニウム、ト
リス－（４－メチルフェニル）スルホニウムアセテート、トリス－（４－メチルフェニル
）スルホニウムフェノレート、水酸化ジフェニルヨードニウム、ジフェニルヨードニウム
アセテート、ジフェニルヨードニウムフェノレート、水酸化ビス－（４－ｔ－ブチルフェ
ニル）ヨードニウム、ビス－（４－ｔ－ブチルフェニル）ヨードニウムアセテート、ビス
－（４－ｔ－ブチルフェニル）ヨードニウムフェノレート、チオフェニル置換されたトリ
フェニルスルフォニウムアセテートや、チオフェニル置換されたトリフェニルスルフォニ
ウムヒドロキサイドなどが挙げられる。
【０１４３】
　上述の塩基性化合物に加えて、他の塩基性化合物を添加することもできる。また、光酸
発生剤としてオニウム塩が使用される場合は、光酸発生剤と塩基性化合物とが同種の化合
物であることが好ましい。例えば、両者がスルホニウム系化合物やヨードニウム系化合物
の場合には、感度、保存安定性の点で優れた効果を得ることができる。
【０１４４】
　さらに、本来は塩基性でない化合物が経時的に分解して塩基性化合物が生成される場合
も、徐々に発生される酸を中和することができるため望ましいものとなる。このような化
合物としては、熱で塩基を発生する化合物を使用することができる。例えば、ＮＢＣ－１
０１（商品名：みどり化学株式会社製）、α，α－ジメチル－３，５－ジメトキシベンジ
ルカルバメートなどのカルバメート化合物などを例示することができる。
【０１４５】
　また、下記一般式（ＴＢＧ１）～（ＴＢＧ８）で表わされる化合物も好適に用いること
ができる。
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【化４４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１４６】
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【化４５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１４７】
　上記化学式中、Ｒ 5 1

 、Ｒ 5 2
 およびＲ 5 4

 は、互いに独立して、水素原子、炭素原子数
１～２０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、あるいは、炭素原子数３～２０の環状の
アルキル基である。Ｒ 5 1とＲ 5 2

 、Ｒ 5 1とＲ 5 4およびＲ 5 2とＲ 5 4は、それぞれ互いに結合
して環構造を形成してもよい。Ｒ 5 3は、炭素原子数１～４の直鎖状または分岐状のアルキ
ル基であり、Ｒ 5 5は、水素原子、炭素原子数１～２０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル
基、炭素原子数３～２０の環状のアルキル基、または、炭素原子数６～２０のアリール基
であり、Ｍは、ヨードニウムまたはスルホニウムを示し、ｊは２～１０の整数を示し、ｋ
は１から３の整数を示す。
【０１４８】
　Ｒ 5 1、Ｒ 5 2、Ｒ 5 4、およびＲ 5 5として導入される炭素原子数１～２０の直鎖状もしくは
分岐状のアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－
プロピル基、ｎ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、およびｎ－ドデシル基等が挙げられる
。炭素原子数３～２０の環状のアルキル基としては、例えば、シクロプロピル基、シクロ
ブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオクチル基
、およびシクロドデシル基等が挙げられる。炭素原子数６～２０のアリール基としては、
例えば、フェニル基、ナフチル基、およびピレニル基等が挙げられる。また、形成される
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環構造としては、例えば、ピペリジノ基、ピロリジノ基、プロピレンイミノ基、およびア
セチジノ基等が挙げられる。
【０１４９】
　Ｒ 5 3として導入される炭素原子数１～４の直鎖状または分岐状のアルキル基としては、
例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－プロピル基、ｎ－ブチル基、お
よびｔｅｒｔ－ブチル基等が挙げられる。
【０１５０】
　（分散剤、界面活性剤など）
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、顔料などの分散性を高めるために
、少量のノニオン系またはイオン系界面活性剤や帯電剤のような分散剤をさらに含有する
ことができる。同様な性質を有するアクリルやビニルアルコールのような高分子系分散剤
もまた、好適に使用される。ただし、分散剤としてカチオン系分散剤を使用する場合には
、酸性度がカルボン酸より低い化合物を選択することが望ましい。カチオン系分散剤のな
かには、インクの硬化暗反応を促進するものもあるからである。また、強い塩基性を有す
る分散剤や色素なども、インクの感度を低下させるのみならず、同様に硬化暗反応を促進
することがある。したがって、こうした分散剤としては、中性に近いものやノニオン系の
化合物を用いることが望まれる。
【０１５１】
　（ラジカル重合性モノマーなど）
　被印刷面が強い塩基性である場合、あるいは顔料や被印刷面が酸によって影響を受け易
い場合には、適切なラジカル重合性化合物を配合することによって、その影響を低減する
ことができる。ラジカル重合性化合物としては、例えば、アクリルまたはメタクリル系モ
ノマー、スチレン系モノマー、あるいはそれらのビニル系の重合性基を複数有する化合物
などを使用することができる。
【０１５２】
　ビニルエーテル化合物は、アクリル系モノマーと組み合わせて、さらには単独でもラジ
カル重合可能である。同様に、ダイセル化学製ＣＥＬ２０００、グリシジルメタクリレー
ト、ビニルアルコールとアクリル、メタクリルなどのエステル化合物のように、カチオン
重合性とラジカル重合性との双方の特性を有する化合物をさらに添加した場合には、ラジ
カル重合性およびカチオン重合性の利点を得ることができる。この場合、商品名イルガキ
ュアーで知られるミヒラーケトンやベンゾフェノンのような光ラジカル重合開始剤、およ
びビスアジドのような光架橋型ラジカル発生剤を同時に含有させることができる。こうし
た手法は、硬化後のインク層により高い耐薬品性を付与させたい場合にも、適用すること
ができる。
【０１５３】
　（その他の溶剤など）
　本実施形態にかかるインクジェットインクは、通常、水または有機溶剤のような揮発成
分を極力含まないように調製することが望まれる。しかしながら、例えば、メチルエチル
ケトン、プロピレングリコール系溶媒、乳酸エチル、キシレンのように原材料の調製時に
使用する有機溶剤は、不可避的に混入していてもよい。また、例えば排気機構や溶媒回収
機構を設けた場合には、所望の印刷物を得る目的などで、少量の有機溶媒を含有させても
よい。この場合、安全性の観点からは、水、エタノールやプロパノ－ル類のようなアルコ
ール類、アイソパーやテルペンのような石油成分を使用することが望ましい。
【０１５４】
　以上、各成分毎に例を挙げ、本発明を詳述してきたが、次に、インクジェットインクと
して共通に要求される特性などについて説明する。
【０１５５】
　上述したような酸重合性化合物に含まれる脂環式骨格がテルペノイド骨格を有している
場合には、インクジェットインクまたは硬化後のインク層の人体や環境に対する安全性が
向上するので好ましい。例えば、ビニルエーテルの場合、ミルセン、オシメン、ゲラニオ
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ール、ネロール、リナロール、シトロレノール、シトラール、メンテン、リモネン、ジペ
ンテン、テルピノレン、テルピネン、フェランドレン、シルベストレン、ピペリトール、
テルピネオール、テルピネオール、メンテンモノオール、イソプレゴール、ペラリアルデ
ヒド、ピペリトン、ジヒドロカルボン、カルボン、ピノール、アスカリドール、ザビネン
、カレン、ピメン、ボルネン、フェンケン、カンフェン、カルベオール、セスキテルペン
類、ジテルペン類、トリテルペン類などの誘導体で、上述した骨格を有するアルコールの
水素原子をビニル基で置換させたようなビニルエーテル化合物が挙げられる。
【０１５６】
　あるいは、上述したような骨格を有するアルコールを、オキセタン骨格を有するアルコ
ールと脱水縮合してエーテル結合させた脂環オキセタン化合物なども好ましい。一方、天
然に多く存在するノルボルネン骨格を有するビニルエーテル化合物、エポキシ化合物、オ
キセタン化合物は、コストの面で良好であるため、これも好適に用いることが可能である
。
【０１５７】
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、加熱を必要とする感光性インクで
あるため、安全性や臭気の観点からインクの揮発性は低いことが望まれる。具体的には、
露光後８０℃における揮発速度が、０．２ｍｇ／ｃｍ 2・ｍｉｎ以下であることが望まし
い。ここでの揮発量は、例えば開口面積１０ｃｍ 2の容器を加熱した場合、毎分あたりの
揮発量（ｍｇ）を示す。この値は、容器の開口に依存するが、通常６ｃｍ直径のシャーレ
に４ｇのインクを収容して常圧下、加熱した際の値と定義している。揮発速度が大きすぎ
る場合には、安全性が損なわれるとともに臭気の問題が著しいものとなる。一方、揮発性
が著しく乏しい、例えば０．００００１ｍｇ／ｃｍ 2・ｍｉｎ以下のインクでは、通常は
粘度が高くなりすぎて、インクジェット吐出が困難となる場合が多い。
【０１５８】
　すでに説明したように、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、少なくと
も常温で３０ｍＰａ・ｓｅｃの流動性を有していることが望まれる。こうした性能を達成
するため、上述してきたようなビニルエーテル化合物を含むｎ種の酸重合性化合物が混合
して含有される場合、下記数式（Ａ）式で表わされるη tが３（ｍＰａ・ｓｅｃ）以上３
０（ｍＰａ・ｓｅｃ）以下であることが好ましく、５（ｍＰａ・ｓｅｃ）以上２５（ｍＰ
ａ・ｓｅｃ）以下の範囲内の組成であることがより望ましい。
【数１】
　
　
【０１５９】
（上記数式（Ａ）中、χ 1，χ 2，χ 3，・・・，χ nは、各成分の重量組成比率であり、η

1，η 2，η 3・・・，η nは、各成分単独の常温常圧での粘度である。）
　この範囲を逸脱すると、インクの吐出が著しく困難になるか、吐出の乱れによる像の乱
れが生じやすい。さらに、かかる値が、常温で１２ｍＰａ・ｓｅｃ以下である場合、ヘッ
ドを加熱することなく、インクジェット吐出が可能であるため、インクの保存性や、ヘッ
ドからの揮発が低減されうるため、より好ましいものとなる。
【０１６０】
　また、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、溶媒の一部として、溶解度
パラメーターが（１９ＭＰａ 1 / 2）以上であるエポキシ化合物またはオキセタン化合物を
含有してもよい。こうした化合物が含有されることによって、インクの溶解性に関係する
特性を制御することができ、インクジェットインクの安定性をよりいっそう高めることが
できる。例えば、光酸発生剤の溶解性を高めたり、色材としての顔料等の分散性を高める
といった効果が得られる。さらに、インクの表面物性を向上させることもできる。表面張
力のようなインク吐出動作に影響を及ぼす条件で、表面張力が適当でない場合には、界面
活性剤などを添加して、表面張力値を調整する必要があった。所定の溶解度パラメーター
の化合物を配合することによって、界面活性剤の添加は不要となる。
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【０１６１】
　ビニルエーテル化合物は、溶解度パラメーターが（１９ＭＰａ 1 / 2）以上の酸重合性化
合物に容易に溶解し、インクジェット吐出動作が安定して行なえる範囲内で任意に溶解度
パラメーターを設定することができる。溶解度パラメーターは、蒸発熱、表面張力、溶解
度パラメーターが既知の物質への溶解度などから求めることができる。かかるエポキシ化
合物またはオキセタン化合物としては、例えばＣ３０００（リモネンジオキサイド，ダイ
セル化学社製）や、ＯＸＴ２２１（ジ［１－エチル（３－オキセタニル）］メチルエーテ
ル、東亜合成社製）、ポリエチレンオキシド骨格を有し、末端にオキセタン基を有する化
合物などを挙げられる。
【０１６２】
　上述したように、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、その像形成能力
を化学増幅機構に依存している。すなわち、露光によって光酸発生剤から酸が発生し、こ
の酸が加熱によって拡散して架橋反応の触媒として機能する。このため、このインクジェ
ットインクでは、著しい塩基性イオンの存在は感度低下の要因となる。したがって、イン
クジェットインクの調製過程はもちろん、構成成分のそれぞれの製造過程でも大量の塩基
性イオンが混入しないよう留意することが望ましい。
【０１６３】
　先に説明したように、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクで使用される顔
料は、発色・着色性に加え、磁性、蛍光性、導電性、誘電性、電磁波発熱性等のような他
の性質をさらに示すものであってもよい。そのような顔料を含有したインクジェットイン
クを使用した場合には、様々な機能を印刷物に付与することが可能である。以下、その例
を幾つか示す。
【０１６４】
　まず最初に、インクジェットインクが磁性を有する顔料を含有する場合について説明す
る。　
　まず、顔料として磁性を有する粉体を含有したインクジェットインクを調製する。この
インクジェットインクは、例えば、鉄、コバルト、ニッケル、およびそれらの合金や酸化
物などの磁性粉と、光酸発生剤と、分散性を向上させるための高分子化合物または高分子
粉体などとともに上述した溶媒中へ添加することによって、得ることができる。
【０１６５】
　次に、このインクジェットインクを記録媒体上に吐出して、バーコードパターンのよう
なパターンを描く。インク吐出後、速やかにインク層に紫外線のような光を照射する。こ
の際の照射量は、インクジェットインク中の顔料の含有量やその感光性などに応じて設定
することができ、通常は数百ｍＪ乃至千数百ｍＪ程度である。光照射直後の状態でもイン
ク層の粘着性や流動性は失われるが、ストッカー内で常温乃至６０℃に維持することによ
って、インク層を完全に硬化させることができる。このようにして硬化したインク層は磁
性を有しているため、磁気ヘッドなどの磁性検出機構により、画像情報以外の二次情報を
読み取ることが可能となる。
【０１６６】
　次いで、インクジェットインクが導電性顔料を含んでいる場合について説明する。　
　まず、顔料として導電性を有する粉体を含有したインクジェットインクを調製する。こ
のインクジェットインクは、例えば、銀、金、銅、アルミニウム、炭素、ニッケル、鉄、
コバルト、鉛、錫、アンチモン、それらの任意の組み合わせの合金粉末、およびそれらと
有機物との複合体などのような導電性顔料と、光酸発生剤と、分散性を向上させるための
高分子または高分子粉体などとともに上述した溶媒中へ添加することにより得られる。最
終的に得られるインク層中の樹脂含量を低減して導電性を高める目的で、インクジェット
インク中の重合性化合物の含量を低減するとともに、インクジェットインクに有機溶剤を
添加してもよい。
【０１６７】
　このインクジェットインクを絶縁基板のような記録媒体上に吐出して、配線パターンの
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ようなパターンを描く。インク吐出後、速やかにインク層に紫外線のような光を照射する
。この際の照射量は、インクジェットインク中の顔料の含量やその感光性などに応じて設
定することができ、通常は数百ｍＪ乃至千数百ｍＪ程度である。光照射直後の状態でもイ
ンク層の粘着性や流動性は失われるが、ストッカー内で常温乃至６０℃に維持することに
より、インク層を完全に硬化させることができる。インク層に熱および圧力を加えた場合
には、導電性をよりいっそう高めることができる。さらに、導電性顔料として比較的低融
点の合金粉末を使用した場合には、その流動温度までインク層を加熱して導電パターンを
得ることができる。こうして得られる印刷パターンは導電性を有しているため、回路パタ
ーンや抵抗パターンとして使用することが可能である。
【０１６８】
　さらに、バリウム鉛、ビスマス、イリジウム、ルテニウム、タンタル、白金、チタン、
ストロンチウム、クロムなどの合金やその酸化物、セラミック粉末のような誘電体粉末を
顔料として含有したインクジェットインクを使用した場合には、キャパシタやインダクタ
の誘電体層を形成することも可能である。この場合、パターン形成後に焼成することによ
って、その特性を向上させることができる場合がある。また、酸化チタン粉末のように光
触媒機能や殺菌能力を有する顔料を含有したインクジェットインクを使用した場合には、
そのような機能を有する印刷パターンを形成することも可能である。電磁波発熱性粉体と
しては、例えば電磁波発熱性セラミックスやシリコン樹脂が例示され、電磁波により、印
字部分を選択的に加熱するなどの用途に用いることができる。かかる粉体は、本発明の実
施形態にかかるインクジェットインク全般の電磁波加熱性を向上することに用いることが
可能である。
【０１６９】
　さらに、本実施形態で説明した技術を適宜利用することにより、重ね印刷や比較的厚み
のある印刷パターンを形成することも可能となる。すなわち、記録媒体の所定の領域内で
インクジェットインクの吐出と、それにより得られるインク層の硬化とを複数回繰り返す
ことによって、印刷の部分訂正や触覚的な画像認識が可能な浮き上がり部分を有する画像
を形成することができる。例えば、点字のようなハンデキャップ者向けの印刷パターン、
等高線に対応して厚さを変化させた地形図のような印刷パターン、さらには数１０μｍ以
上の厚さを有するデバイスの一部などを形成することも可能である。
【０１７０】
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、例えば図１に示すようなインクジ
ェット記録装置に適用することができる。図示するインクジェット記録装置１は、記録媒
体２を搬送する搬送機構３を備えている。搬送機構３の移動方向に沿って上流側から下流
側には、インクジェット式の記録ヘッド４、光源５、および加熱手段としてのヒーター６
が順次配置されている。
【０１７１】
　記録媒体（あるいは、被印刷物）２は、印刷可能な媒体であれば特に限定されるもので
はない。記録媒体２としては、例えば、紙、ＯＨＰシート、樹脂フィルム、不織布、多孔
質膜、プラスチック板、回路基板、および金属基板などを使用することができる。
【０１７２】
　搬送機構３は、例えば、記録媒体２が記録ヘッド４、光源５、およびヒーター６の正面
を順次通過するように媒体２を搬送する。ここでは、搬送機構３は、記録媒体２を、図中
、右側から左側へ向けて搬送する。搬送機構３は、例えば、記録媒体２を移動させるベル
トおよび／またはローラと、それを駆動する駆動機構とによって構成することができる。
また、搬送機構３には、記録媒体２の移動を補助するガイド部材などをさらに設けてもよ
い。
【０１７３】
　記録ヘッド４は、画像信号に対応して記録媒体２上にインクジェットインクを吐出し、
インク層を形成する。記録ヘッド４としては、例えば、キャリッジに搭載されたシリアル
走査型ヘッドや、記録媒体２の幅以上の幅を有するライン走査型ヘッドを使用することが
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できる。高速印刷の観点では、通常、後者のほうが前者に比べて有利である。記録ヘッド
４からインクジェットインクを吐出する方法に特に制限はない。例えば、発熱体の熱によ
り発生する蒸気の圧力を利用してインク滴を飛翔させることができる。あるいは、圧電素
子によって発生する機械的な圧力パルスを利用してインク滴を飛翔させてもよい。
【０１７４】
　光源５は、記録媒体２上のインク層に光を照射して、インク層中に酸を発生させる。光
源５としては、例えば、低、中、高圧水銀ランプのような水銀ランプ、タングステンラン
プ、アーク灯、エキシマランプ、エキシマレーザ、半導体レーザ、ＹＡＧレーザ、レーザ
と非線形光学結晶とを組み合わせたレーザシステム、高周波誘起紫外線発生装置、電子線
照射装置、Ｘ線照射装置などを使用することができる。なかでも、システムを簡便化でき
るため、高周波誘起紫外線発生装置、高・低圧水銀ランプや半導体レーザなどを使用する
ことが望ましい。また、光源５に集光用ミラーや走引光学系を設けてもよい。
【０１７５】
　ヒーター６は、記録媒体２上のインク層を加熱して、酸を触媒とした架橋反応を促進す
る。本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、必ずしも露光後加熱を行なわな
くても硬化させることができるが、より迅速な硬化のためには加熱を行なうことが望まれ
る。ヒーターとしては、例えば、赤外ランプ、発熱体を内蔵したローラ（熱ローラ）、温
風または熱風を吹き出すブロワなどを使用することができる。
【０１７６】
　こうした装置１を用いて、例えば以下のような方法により記録媒体に印刷を行なうこと
ができる。
【０１７７】
　まず、搬送機構３により記録媒体２を、図中、右側から左側へ向けて搬送する。記録媒
体２の搬送速度は、例えば、０．１ｍ／ｍｉｎ乃至数１００ｍ／ｍｉｎの範囲内とするこ
とができる。
【０１７８】
　記録媒体２が記録ヘッド４の正面まで搬送されると、記録ヘッド４は画像信号に対応し
て上記のインクジェットインクを吐出する。これにより、記録媒体２上にインク層が形成
される。
【０１７９】
　インク層が形成された記録媒体２は、光源５の正面へと搬送される。記録媒体２が光源
５の正面を通過する際、光源５は記録媒体２上に形成したインク層に向けて光を照射して
、インク層中に酸を発生させる。なお、インク層表面の位置における照射光強度は、使用
する光源の波長などに応じて異なるが、通常、数ｍＷ／ｃｍ 2乃至１ＫＷ／ｃｍ 2の範囲内
である。インク層への露光量は、インクジェットインクの感度や被印刷面の移動速度（記
録媒体２の搬送速度）などに応じて適宜設定することができる。
【０１８０】
　続いて、記録媒体２は、ヒーター６内あるいはその近傍へ搬送される。記録媒体２がヒ
ーター６内あるいはその近傍を通過する際、ヒーター６は記録媒体２上に形成されたイン
ク層を加熱して、インク層中での架橋反応を促進する。なお、図１に示す装置１において
は、通常、ヒーター６による加熱時間は数秒乃至数１０秒程度と比較的短い。したがって
、ヒーター６によりインク層の硬化をほぼ完全に進行させる場合は、最高到達温度が例え
ば２００℃程度以下、望ましくは８０℃乃至２００℃あるいは６０℃乃至１８０℃程度の
比較的高い温度となるように加熱を行なう。
【０１８１】
　その後、記録媒体２は図示しないストッカー（あるいは、容器）内へと搬送される。こ
れによって、印刷が完了する。
【０１８２】
　インク層を加熱するための加熱手段は、図１に示したように光源の下流に配置されたヒ
ーター６に限定されるものではない。例えば、インク層への露光の際、被印刷面を損なわ
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ない程度に光源５を記録媒体２に近づけることによって、光源５を熱源としても利用する
ことができる。コールドミラーのような除熱機構を光源に設けないことによって、同様に
光源を熱源として利用してもよい。数百ワットの高出力バルブの場合には、冷却機構を同
時に有しているので、その排熱機構の一部を変更して、意図的にその熱を紙面に還元する
機構を設ける。これによって、光源から発生する熱によりインク層を加熱することができ
る。
【０１８３】
　より具体的には、光源を冷却した気流を紙面や搬送／保持機構内に再導入して、加熱に
用いる機構を有する百ｗ以上の出力の光源がそれに該当する。光源の熱の還元による記録
媒体の到達温度は、上述したヒーターによる加熱と同程度の効果が得られる温度とすれば
よい。好ましい温度は、加熱される時間に依存して変化するが、通常少なくとも６０℃以
上、より好ましくは８０℃から１００℃である。また、露光速度が数ｍ／秒と高速な場合
には、瞬間的に加熱されるために１８０℃程度の高温としてもよい。
【０１８４】
　光源５として、例えば可視光に加えて赤外光を発生し得るものを使用した場合には、光
照射と同時に加熱を行なうことができる。この場合には、硬化を促進させることができる
ので好ましい。
【０１８５】
　インク層に光を照射すると、光源５から発生する熱によってインク層が加熱されるため
、加熱手段は、ヒーター６のように必ずしも独立した部材として設ける必要はない。しか
しながら、光源５からの熱のみで常温で放置してインク層を完全に硬化させるには長時間
を要する。したがって、常温放置は、完全硬化までに充分に長い時間を確保できる用途に
適用することが望まれる。例えば、翌日に配布される新聞公告のような印刷物は、硬化ま
でに要する時間を一昼夜程度と長く確保することができるので、常温放置でも完全硬化さ
せることができる。
【０１８６】
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、図２に示すインクジェット記録装
置に適用することもできる。図示するインクジェット記録装置１は、ヒーターがストッカ
ー７に内蔵されている以外は図１に示すインクジェット記録装置１とほぼ同様の構造を有
している。
【０１８７】
　ストッカー７は、露光を終えた複数の記録媒体２を収容可能である。ストッカー７は、
露光後の記録媒体２を、例えば４０℃程度以上の温度、望ましくは５０℃乃至１２０℃程
度の温度、より望ましくは６０℃乃至１００℃程度または５０℃乃至８０℃程度の温度に
所定の時間保持することができる。
【０１８８】
　図１に示したような構成の装置１では、記録媒体２の搬送経路の途中にヒーター６が配
置されているため、個々の記録媒体２を長時間加熱することは容易ではない。これに対し
て、図２に示す記録装置１では、ヒーターはストッカー７に内蔵されているため、個々の
記録媒体２を長時間加熱することが可能である。しかも、複数の記録媒体２をストッカー
７内で纏めて加熱することができることから、消費電力の観点でも有利である。さらに、
個々の記録媒体２を長時間加熱可能である場合には、次のような利点もある。
【０１８９】
　すなわち、使用する記録媒体２とインクジェットインクとの組み合わせによっては、高
温で短時間加熱することにより再流動化が進んで、画質が低下することがある。こうした
画質の低下は、高温下での再流動化に起因しているので、インク層の加熱を比較的低い温
度で長時間行なうことによって防止することができる。例えば、露光後の記録媒体２を、
ストッカー７内で５０℃乃至８０℃程度に数分以上保持しておくことによって、画質の低
下を生ずることなくインク層をほぼ完全に硬化させることができる。
【０１９０】
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　ストッカー７には、所定の時間にわたり加熱状態に保持した記録媒体２を順次排出する
排出機構を設けることが望ましい。加熱保持時間は、使用するインクジェットインクや加
熱温度などに応じて設定することができる。例えば、加熱温度を５０℃乃至１００℃とす
る場合には、加熱保持時間を０．５分乃至１０分程度とすることができ、ヒーターによる
加熱を行なわない場合には、加熱保持時間を数時間程度とすることができる。
【０１９１】
　ストッカー７の上流側に、図１に示したようなヒーター６をさらに配置してもよい。記
録媒体２がストッカー７内へ送られるまでにインク層の硬化が十分に進行していない場合
には、記録媒体２同士がストッカー７内で接触することにより画像の乱れを生じることが
ある。予めヒーター６により加熱しておくことによって、ストッカー７内に収容される前
に個々の記録媒体２を加熱することができるため、そのような画像の乱れがより生じ難く
なる。
【０１９２】
　上述したように、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクを用いた場合には、
被印刷面に吐出した後に光照射、および必要に応じて加熱を行なうことによって、インク
層を速やかに非流動化することができる。すなわち、大規模な露光システムを必要とする
ことなく、高品質な印刷物を得ることが可能となる。なお、得られる非流動性の膜は熱可
塑性（熱による再流動性であって、性質持続時間は短時間であってもかまわない）を示す
ものであることが望ましい。
【０１９３】
　また、このようなインクジェットインクでは、ラジカル重合を利用した従来のインクジ
ェットインクとは異なり、発癌性のラジカル発生剤や皮膚刺激や臭気が大きなラジカル重
合性モノマーを使用する必要がない。そのため、本実施形態にかかるインクジェットイン
クは取り扱いが容易である。
【０１９４】
　さらに、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクにおいては、典型的には、溶
媒のほぼ全体が酸重合性の化合物で構成される。こうした重合性化合物の溶媒全体に対す
る割合が十分に高ければ、印刷時に有機溶剤が揮発することは殆どない。したがって、有
機溶剤の揮発に起因した雰囲気汚染の問題を防止することができ、排気設備や溶剤回収機
構などは、何等必要とされない。
【０１９５】
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクは、有機溶剤を使用する必要がなく且
つインク層を速やかに非流動化できることから、性質が異なる様々な被印刷面に対しても
、滲みなどをほとんど生じることなく容易に画像を定着させることが可能となる。しかも
、インク層の乾燥に伴なう被印刷面の劣化は生じ難い。さらに、色成分としての顔料を高
濃度で含有することができるので、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクを用
いることによって、鮮明でかつ耐候性に優れた印刷パターンを形成することが可能となっ
た。
【０１９６】
　以下、具体例を示して本発明をさらに詳細に説明する。　
　なお、以下の記載でのビニルエーテル化合物とは、一般式 (1)で表される化合物と同意
である。
【０１９７】
　まず、酸重合性化合物として、下記化学式で表わされるビニルエーテル化合物を用意し
た。
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【化４６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１９８】
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【化４７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１９９】
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【化４８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２００】
　こうしたビニルエーテル化合物を下記表１および２に示す処方で用いて、溶媒Ａ１～Ａ
１３、Ｂ１～Ｂ１８、Ｃ１～Ｃ６、Ｄ１を得た。
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【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２０１】
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【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２０２】
　なお、上記表中のビニルエーテルは、以下の化合物である。　
　　ＨＱＤＶ：ｐ－ビニロキシベンゼン
　　４ＣＨＤＶ：１，４－シクロヘキサンジオールジビニルエーテル
　　１，３ＣＨＤＶＥ：１，３－シクロヘキサンジオールジビニルエーテル
　　ＩＢＶＥ：イソボルネオールビニルエーテル
　　ＣＨＭＶＥ：１，４－シクロヘキサンジメタノールビニルエーテル
　　ＴＢＰ－ＶＥ：１－ｔｅｒｔブチル－４－ビニロキシベンゼン
　　Ｍ－ＣＨＤＶ：２－メトキシ－１，４－シクロヘキサンジオールジビニルエーテル
　　ＭＥＤＶＥ：メトキシ－ビニロキシ－シクロヘキサンメタノールビニルエーテル
　　Ｍ－ＮＢＤＶ：メトキシノルボルナンジビニルエーテル
　　ＩＳＢ－ＤＶＥ：イソソルバイドジビニルエーテル
　　ＯＮＢ－ＤＶＥ：ヒドロキシメチル－ヒドロキシオキサノルボルナンジオールジビニ
ルエーテル
　　ＯＣＮ－ＤＶＥ：オキサビシクロノナンジビニルエーテル
　　ＮＢＤＶ：ノルボルナンジビニルエーテル
　　ＴＢＭＰ－ＩＰ：ｔ－ブチルベンジルアルコールイソプロペニル
　　ＣＨＭ－ＩＰ：シクロヘキサンメタノールイソプロペニル
　　ＤＯＭ－ＩＰ：ジオキソランメタノールイソプロペニル
　　ＮＢＭ－ＩＰ：ノルボルナンメタノールイソプロペニル
　　ＤＣＰＶＥ：ＤＣＰジメタノールジビニルエーテル
　上記表１中、ＳＲ－ＮＰＧは、ネオペンタン骨格を有するジグリシジルエーテル化合物
（阪本薬品工業製）であり、ＯＸＴ２２１は、オキセタン化合物（東亞合成製）であり、
Ｃ３０００は、リモネンジオキサイド（ダイセル化学社製）であり、ＤＥＧＶは、ジエチ
レングリコールモノビニルエーテル（丸善石油化学製）である。
【０２０３】
　溶媒Ａ１ないしＡ１３のそれぞれに対して、顔料としてのカーボンブラック（５重量％
）、および光酸発生剤としてのＵＶＡＣＵＲＥ１５９１（８重量％）を添加し、ペイント
シェーカで一昼夜分散処理した。分散処理後の混合物を、５μｍのＰＴＦＥフィルタで濾
過することによって、インクジェットインク（Ｎｏ．１～１３）を得た。
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【０２０４】
　なお、カーボンブラックは、アクリル樹脂系分散剤と予め混練してミルベースとしてお
き、２００ｐｐｍのノニオン系界面活性剤（住友３Ｍ社製）および市販の分散剤（味の素
ファインテクノ製、製品名アジスパー）を添加して、Ｎｏ．１～１３のインクジェットイ
ンクが得られた。これらは、いずれも酸重合性化合物のうち４０重量部以上が環状骨格を
有するビニルエーテル化合物であるので、本発明の実施形態にかかるインクジェットイン
クである。また、Ｎｏ．１～１３のインクと同様にしてＮｏ．３４～５８のインクを作成
した。
【０２０５】
　比較のために、光ラジカル発生型のインクジェットインクを調製した。まず、イソボル
ニルアクリレート（ＩＢＡ）５０重量部と、トリプロピレングリコールジアクリレート（
ＴＰＧＤＡ）２５重量部と、トリメチロールプロパンエトキシレートトリアクリレート（
ＴＭＰＥＴＡ）２５重量部とを混合して、溶媒を調製した。この溶媒に、重量部のイルガ
キュアー（ＮＯ．２９５９、長瀬産業）、５重量部のカーボン黒顔料、微量のアクリル系
分散剤、および界面活性剤を添加した。得られた混合物にホモジナイザで５時間にわたっ
て分散処理を施した後、５μｍのＰＴＦＥフィルタで濾過した。こうして得られた光ラジ
カル発生型のインクジェットインクを、Ｎｏ．１４のインクジェットインクとした。
【０２０６】
　さらに、非環状骨格のビニルエーテル化合物（ＤＥＧＶ）、およびＣ３０００をそれぞ
れ溶媒として用い、前述と同様に色成分としてのカーボン黒顔料を配合して、Ｎｏ．１５
および３３のインクジェットインクを調製した。
【０２０７】
　Ｎｏ．１４，１５および３３のインクジェットインクは、環状骨格を有するビニルエー
テル化合物が含有されていないので、比較例のインクである。
【０２０８】
　得られたインクジェットインクの性能は、図１に示したインクジェット記録装置を用い
て評価した。記録媒体２としては通常の光沢紙を使用し、光源５としては出力２３０Ｗの
超高圧水銀ランプを使用した。加熱手段６としてのヒーターは設けず、紫外線照射のみに
よってインク層の硬化を試みた。こうした条件で記録を行ない、インク硬化膜の鉛筆硬度
、印字品質、耐溶剤性、記録媒体との密着性などを調べた。
【０２０９】
　なお、鉛筆硬度は、それぞれ以下の条件でのインク層について測定した結果である。
【０２１０】
　　露光直後：露光直後のインク層
　　ストッカー：露光後、ストッカー内で８０℃の温度に３分間維持したインク層
　　常温放置：露光後、常温（２５℃）で８時間放置したインク層
　印字品質は、印字画像を目視により確認して評価し、抜けの存在しないものを“良好”
として、数ヶ所程度の抜けが存在するものを“不良”とした。
【０２１１】
　耐溶剤性は、エタノール、アセトン等の有機溶媒を含浸させた布を用いて擦過性試験を
行なって、次のように評価した。
【０２１２】
　　Ａ（極めて良好）：変化なし
　　Ｂ（良好）：布にインクが付着
　　Ｃ（やや不良）：インク層の色が薄くなった
　　Ｄ（不良）：インク層の一部が完全に剥がれた。
【０２１３】
　また、密着性は、クロスカットテープ剥離試験を行なって、インク膜の剥がれた面積が
全体の１０％未満のものを良好とし、全体の１０％以上のものを不良とした。
【０２１４】
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　まず、酸重合性化合物中におけるビニルエーテル化合物の含有量の影響を調べた。酸重
合性化合物の一部としてエポキシ化合物（Ｃ３０００）を所定の割合で配合した以外は、
前述の表１に示したＮｏ．２のインクジェットインクと同様の処方により、種々のインク
を調製した。得られたインクを図１に示した記録装置に適用して、インク硬化膜の鉛筆硬
度および溶剤耐性を調べた。
【０２１５】
　同様にして、酸重合性化合物の一部としてオキセタン化合物（ＯＸＴ２２１）およびエ
ポキシ化合物（ＳＲ－ＮＰＧ）を所定の割合で配合した以外は、前述の表１に示したＮｏ
．４５および４６のインクジェットインクと同様の処方により、種々のインクを調製した
。
【０２１６】
　その結果を、ビニルエーテル（ＶＥ）化合物の含有量および露光量とともに下記表３な
いし５にまとめる。
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２１７】
【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２１８】
【表５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２１９】
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　上記表４および表５に示されるように、環式骨格を有するビニルエーテル化合物がわず
かでもインク溶媒中に含まれると、感光性能が格段に向上することが確認され、溶剤耐性
においても優れた効果を発揮した。また、上記表３乃至５に示されるように、環式骨格を
有するビニルエーテル化合物が酸重合性化合物の４０重量部以上含有される場合には、イ
ンクの感光性が格段に向上し、形成されるインク硬化膜の溶剤耐性も良好である。エタノ
ールやアセトンなどの有機溶媒をしみ込ませた布などで擦った場合でも、インク硬化膜に
全く変化は認められず、優れた溶剤耐性を有することが確認された。
【０２２０】
　さらに、ＯＨＰシートなどの記録媒体への記録を行なって、インク硬化を試みた。その
結果、本発明の実施形態にかかるインクジェットインクを用いることによって、密着強度
の優れたインク硬化膜を形成できることが確認された。
【０２２１】
　下記表６には、Ｎｏ．２、１４、および３３のインクジェットインクの性能を比較した
結果を示す。
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２２２】
　上記表６に示されるように、本発明の実施形態にかかるＮｏ．２のインクジェットイン
クは、２５０ｍＪ／ｃｍ 2という極めて低い露光量でも、露光直後にＨ以上の鉛筆硬度を
得ることができる。しかも、印字品質、溶剤耐性、およびメディアとの密着性はいずれも
良好である。
【０２２３】
　これに対し、光ラジカル発生型のＮｏ．１４のインクでは、１７５０ｍＪ／ｃｍ 2と露
光量を大幅に増加させるとともにストッカー内で加熱したところで、インク層を硬化させ
ることができなかった。１０００ｍＪ／ｃｍ 2の露光量でインク層を硬化させるには、イ
ンクジェットインク中における顔料濃度を３重量％まで低下させなければならなかった。
この際の鉛筆硬度はＨＢにとどまっており、得られた印字は、色が薄い一方で樹脂光沢が
強く、実用には耐えられないものであった。
【０２２４】
　また、酸重合性化合物としてエポキシ化合物のみを含有するＮｏ．３３のインクジェッ
トインクでは、露光量２５０ｍＪ／ｃｍ 2で鉛筆硬度ＨＢであったものの、Ｎｏ．２のイ
ンクのＨには達していない。さらに、得られた印字は、画像は良好なものの若干光沢があ
るものとなった。
【０２２５】
　これらのインクの比較により、本発明の実施形態にかかるＮｏ．２のインクは、紫外線
照射だけでも強固な硬度まで到達させることができ、速乾性に極めて優れていることが確
認された。
【０２２６】
　下記表７には、Ｎｏ．２および１５のインクジェットインクの性能を比較した結果を示
す。
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【表７】
　
　
　
　
　
　
　
【０２２７】
　Ｎｏ．２のインクは、酸重合性化合物が脂環式骨格を有するビニルエーテル化合物（４
ＣＨＤＶ）からなり、一方のＮｏ．１５のインクは、鎖状骨格のビニルエーテル化合物（
ＤＥＧＶ）から酸重合性化合物が構成される。
【０２２８】
　上記表７に示されるように、Ｎｏ．２のインクジェットインクは、Ｎｏ．１５のインク
よりも１５０ｍＪ／ｃｍ 2程度低い露光量で硬化可能であり、しかも、得られるインク硬
化膜の溶剤耐性および密着性も良好である。こうした傾向は、他の脂環式骨格を有するビ
ニルエーテル化合物を酸重合性化合物として用いてインクを調製した場合にも確認された
。したがって、インクジェットインクに適用した場合、極めて硬化性能の高いインクを得
ることが可能となることがわかった。
【０２２９】
　以上の結果に基づいて、本発明の実施形態においては、酸重合性化合物の少なくとも４
０重量部は、環式骨格を有するビニルエーテル化合物と規定した。次に、その環式骨格の
影響を調べた。
【０２３０】
　下記表８には、Ｎｏ．１および２のインクジェットインクの性能を比較した結果を示す
。
【表８】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２３１】
　Ｎｏ．１のインクに含有されるビニルエーテル化合物は、環式骨格として芳香環骨格（
ベンゼン環）を有し、一方、Ｎｏ．２のインクに含有されるビニルエーテル化合物は、環
式骨格として脂環式骨格（シクロヘキサン環）を有する。Ｎｏ．２のインクと比較すると
、Ｎｏ．１のインクは、同等の露光量で硬化させることができ、得られるインク硬化膜の
硬化硬度および密着性などの性能は同等である。上記表８の結果から、Ｎｏ．１のインク
は溶剤耐性が極めて良好であることがわかる。これは、芳香環骨格を有するビニルエーテ
ル化合物を用いたインクでの特徴であり、エタノール、アセトンを始めオイル系の炭化水
素、エステル系溶剤などの幅広い薬品に対する耐性が高いことが判明した。
【０２３２】
　下記表９には、Ｎｏ．４および５のインクジェットインクの性能を比較した結果を示す
。
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【表９】
　
　
　
　
　
　
　
【０２３３】
　Ｎｏ．４のインクジェットインクに含有されるビニルエーテル化合物（ＩＢＶＥ）は、
環構成原子として酸素原子を含まないが、Ｎｏ．５のインクジェットインクに含有される
ビニルエーテル化合物（ＩＳＢ－ＤＶＥ）は、環構成原子として酸素原子を含有する。こ
うした環構造に起因して、ＩＳＢ－ＤＶＥは、ＩＢＶＥと比較して極めて高い極性を有す
る。
【０２３４】
　上記表９に示した結果では、Ｎｏ．４および５のインクの硬化性能は同程度であり、こ
れら２種類のインクの間に差異は認められない。しかしながら、ＰＥＴフィルムのような
極性の比較的高い記録媒体に画像を形成した場合には、濡れ性がかなり異なるといった現
象が現われた。Ｎｏ．４のインクは、メディア面上で濡れにくくなるインク滴がはじかれ
る滲み現象が確認され、Ｎｏ．５のインクと比較して画像品質が低下した。これは、ビニ
ルエーテル化合物の極性の違いによるものである。
【０２３５】
　次に、ＩＢＶＥとＩＳＢ－ＤＶＥとの配合を変えてインクジェットインクを調製し、そ
のインクを用いてＰＥＴフィルム上に画像を形成した。得られた像品質を比較して、下記
表１０に示す。
【表１０】
　
　
　
　
　
　
　
【０２３６】
　上記表１０に示されるように、ＩＳＢ－ＤＶＥを配合することによって濡れ性が改善さ
れ、画像品質が向上する。酸素原子を環構成原子として含有する環状骨格を有するビニル
エーテル化合物であれば、ＩＳＢ－ＤＶＥと同程度に高い極性を有しているので、同様の
特性を得ることができる。したがって、インク硬化特性を損なうことなく、メディアとの
濡れ性を制御することが可能となり、インクジェットインク用の溶剤として極めて有用で
あることが確認された。
【０２３７】
　下記表１１には、Ｎｏ．２および１１のインクジェットインクの硬化特性を比較した結
果を示す。Ｎｏ．１１のインクは、酸重合性化合物の１０重量％の量で炭酸プロピレン化
合物を含有する以外は、Ｎｏ．２のインクと同様の組成である。
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【表１１】
　
　
　
　
　
　
　
【０２３８】
　上記表１１に示されるように、Ｎｏ．１１のインクは、印字品質、溶剤耐性および密着
性といった特性はＮｏ．２のインクと同等であるものの、得られるインク硬化膜の硬度が
低い。また、必要とされる露光量が多いことから、感度も低いことがわかる。したがって
、上記表１１の結果からは、炭酸プロピレン化合物を配合することにより、特に優れた効
果が生じるとは見受けられない。
【０２３９】
　次に、光酸発生剤の含有量を変化させた以外は、前述のＮｏ．２および１１と同様の組
成でインクジェットインクを調製し、そのインクの硬化特性、固形分の析出の有無、およ
び吐出性能を調べた。得られた結果を、下記表１２にまとめる。なお、固形分の析出は目
視により観察した。吐出性能は、印字画像を目視により確認して評価し、抜けの存在しな
いものを良好とし、数ヶ所程度の抜けが存在するものを不良とした。
【表１２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２４０】
　上記表１２に示されるように、炭酸プロピレン化合物を含有しないＮｏ．２のインクで
は、光酸発生剤の含有量が１０％以上となると、硬化特性は変わらないものの光酸発生剤
がインク中に固形分として析出した。光酸発生剤が析出したインクでは、吐出性能が極め
て低下する。
【０２４１】
　一方、Ｎｏ．１１のインクでは、光酸発生剤の添加量を高めたところで、固形分として
析出することはなく、しかも、硬化特性も向上した。その結果、良好な保存性を維持する
ことができた。
【０２４２】
　一般的に、光酸発生剤を多く含有するインクでは硬化特性は向上するものの、インクの
保存性は低下することは避けられなかった。炭酸プロピレン化合物を添加することによっ
て、保存性が低下することがなく、長期保存したインクにおいても安定したインク性能を
維持できることが確認された。
【０２４３】
　本発明の実施形態にかかるインクジェットインクにおいては、酸重合性化合物であるビ
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ニルエーテル化合物を含むことが要求される。酸重合性化合物の一部として所定の化合物
を配合することによって、インクジェットインクに所望の特性を付与することもできる。
【０２４４】
　下記表１３には、Ｎｏ．２および１０のインクジェットインクの性能を比較した結果を
示す。
【表１３】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２４５】
　Ｎｏ．１０のインクジェットインクは、酸重合性化合物の５０重量部をオキセタン化合
物（ＯＸＴ２２１）とした以外は、Ｎｏ．２のインクと同様の組成である。上記表１３に
示されるように、オキセタン化合物をビニルエーテル化合物とともに用いることによって
、硬化硬度がより高められる。したがって、より強靭なインク硬化膜を得るためには、オ
キセタン化合物を添加するのが有効であることが確認された。さらに、オキセタン化合物
はインクの揮発速度を低下させる作用も有していることから、再吐出性能（一定時間吐出
を行なわず、再度吐出動作を行なった際の吐出性能）も改善された。
【０２４６】
　下記表１４には、Ｎｏ．２および７のインクジェットインクの性能を比較した結果を示
す。インク層の可撓性は、インク硬化膜の割れ試験により評価した。インク硬化膜を５０
℃から－５０℃に急冷し、目視により割れの発生が極わずか認められるものを“良好”と
し、割れの発生が全く認められないものの場合は“極めて良”とした。
【表１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２４７】
　Ｎｏ．７のインクジェットインクは、酸重合性化合物の５０重量部をジグリシジルエー
テル化合物（ＳＲ－ＮＰＧ）とした以外は、Ｎｏ．２のインクと同様の組成である。上記
表１４に示されるように、グリシジルエーテル化合物をビニルエーテル化合物とともに用
いることによって、硬化硬度を何等損なうことなく、インク硬化膜の可撓性や保存性を向
上させることができた。
【０２４８】
　次に、酸重合性化合物として配合されるビニルエーテル化合物の構造が及ぼす影響につ
いて調べた。下記表１５および１６には、Ｎｏ．１乃至６、３４乃至５８のインクジェッ
トインクの性能を比較した結果を示す。
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【表１５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２４９】
【表１６】
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【０２５０】
　これらのインクジェットインクに配合されたビニルエーテル化合物のうち、ビニルエー
テル化合物が単体のインクの中でＩＢＶＥ（Ｎｏ．４）およびＣＨＭＶＥ（Ｎｏ．６）は
１価の化合物であり、残りのビニルエーテル化合物は２価である。上記表１５に示される
ように、価数が２価のビニルエーテル化合物を含有するインク（Ｎｏ．１～３，５，３４
～３９）は、露光量において約１００～数十ｍＪ／ｃｍ 2程度低い露光量で感光すること
ができ、硬化膜の鉛筆硬度も良好な傾向にある。このような性能は、２価以上のビニルエ
ーテル化合物の場合も得られることが推測される。したがって、３価のビニルエーテル化
合物あるいはそれ以上の価数を有するビニルエーテル化合物を配当した場合も、同様に感
光性を高めることができる。
【０２５１】
　特に、Ｎｏ．３４のインクは単一溶媒で作成したインク中で極めて感光硬化性能が優れ
ており、溶媒であるＯＮＢ－ＤＶＥの特徴的な性能の現れといえ、これは前記記述のＮｏ
．１０インクにおけるオキセタン化合物を加えたもののインクと比較しても、さらに感光
硬化性能に優れていることわかる。単一溶媒で調製したインクで、これほどの感光性能が
得られる材料としてはあまり類を見ず、インクとしての機能はもちろん、コスト的にも優
位なインクを調製することが可能となった。
【０２５２】
　Ｎｏ．４０～４３のインクは、ビニルエーテル化合物を混合させた溶媒で調製したイン
クの例である。ＩＳＢ－ＤＶＥおよびＯＮＢ－ＤＶＥは、脂環式骨格中に酸素原子が含ま
れる構造を有し、Ｍ－ＣＨＤＶおよびＭＥＤＶＥは、脂環式骨格に酸素含有置換基である
メトキシ基が置換された構造を有している。これらの溶媒の特徴である硬化膜の硬度が優
れることが、インク感光性においても現れる結果となった。さらに揮発性の観点でも優れ
ているため、極めて良好な吐出動作と吐出安定性能が得られた。
【０２５３】
　Ｎｏ．４４～５１のインクは、ビニルエーテル化合物としてＩＳＢ－ＤＶＥおよびＯＮ
Ｂ－ＤＶＥと、エポキシ化合物およびオキセタン化合物の溶媒を混合して調製したインク
である。いずれも高い感光性能を示していることに加え、Ｎｏ．４４，４６インクは硬化
膜の可撓性が優れている。また、Ｎｏ．４５，４７インクは硬化硬度が優れていることが
わかる。さらに、Ｎｏ．４８～５１のインクも密着性においてより優れていることがわか
った。
【０２５４】
　Ｎｏ．５２～５５のインクは、ＯＮＢ－ＤＶＥとイソプロペニルエーテル化合物の溶媒
を混合して調製したインクである。いずれも高い感光性能を得られたことに加え、イソプ
ロペニルエーテル化合物が比較的低揮発性能であることから吐出性能が安定している。さ
らに、酸発生剤の溶解性に優れることがわかった。
【０２５５】
　Ｎｏ．５６，５７のインクは、ＯＮＢ－ＤＶＥと芳香環を有するビニルエーテル化合物
を用いた例である。これらは、感光硬化性能、および酸発生剤などの溶解性に優れている
。芳香環を導入したことによって硬化性能が向上した。また、メトキシ基を導入したこと
により極性が増加した。その結果、溶解性および揮発性の点でも、溶媒の蒸発をさらに抑
えることができ、より安定した吐出性能が得られた。また、印刷媒体との濡れ性も改善さ
れ、画質が向上した印刷物を得ることができた。
【０２５６】
　また、ＣＨＭＶＥは、シクロヘキシル骨格を有するビニルエーテル化合物である。脂環
式の複合環状骨格を有し、かつメチレン骨格を介してビニルエーテル基が結合されたビニ
ルエーテル化合物（ＤＣＰＶＥ）においては、ＣＨＭＶＥを用いたインクよりも感光特性
に優れている。これは、インクＮｏ．５８の結果から確認された。単一環状骨格の脂環式
構造をもつビニルエーテル化合物よりも、複合環状骨格をもつビニルエーテル化合物の方
が優れたインク特性を示す。こうした傾向は、ビニルエーテル基が、ビニルエーテル基が
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脂環式骨格に直接結合されていない場合でも認められた。
【０２５７】
　なお、Ｎｏ．１～３および５で用いたビニルエーテル化合物（ＨＱＤＶ、４ＣＨＤＶ、
１，３ＣＨ－ＤＶＥおよびＩＳＢ－ＤＶＥ）においては、ビニルエーテル基は、環状骨格
に直接結合しており、Ｎｏ．６で用いたビニルエーテル化合物（ＣＨＭＶＥ）はメチレン
骨格を有している。これらの比較から、ビニルエーテル基が環状骨格に直接結合している
ビニルエーテル化合物を含有するインクの方が、メチレン骨格を有する化合物を含有する
インクに比べて、感光特性に優れていることがわかる。特に、耐溶剤性や密着性といった
性能が向上している。メチレン骨格のみならず、ビニルエーテル基と環状骨格との結合部
の構造が大きくなるにしたがって、感光特性が低下する傾向が認められた。環状骨格に直
接結合したビニルエーテル基を有するビニルエーテル化合物が、極めて優れた特性を有し
ていることが確認された。
【０２５８】
　さらに、Ｎｏ．５やＮｏ．３４などのインクに用いたＩＳＢ－ＤＶＥやＯＮＢ－ＤＶＥ
は、オキセタン環やヒドロフラン環のような歪んだ環状エーテル構造をもつ化合物である
。これらの化合物は、構造に起因して反応性が優れていると考えられる。特にかかる環式
構造が橋かけ構造を有する場合、最も望ましいものとなる。
【０２５９】
　次に、光酸発生剤の含有量の影響を調べた。下記表１７に示すように光酸発生剤の添加
量を変更した以外は、Ｎｏ．２のインクと同様の処方によりインクジェットインクを調製
した。得られたインクを用いて、図１に示したインクジェット記録装置１により性能試験
を行なった。この際の露光量、粘度および吐出の状態を、光酸発生剤の添加量とともにま
とめる。吐出の状態は、６０℃での加熱による１週間の加速試験の後における吐出状態の
変化から判断した。
【表１７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６０】
　上記表１７に示されるように、光酸発生剤の添加量が１重量％の場合には、８００ｍＪ
／ｃｍ 2という露光量が必要とされて感度が低く、一方、１０重量％を越えた付近から粘
度の増加が大きくなって、全く吐出不可能となった。しかしながら、２重量％の添加量で
は、充分な硬化硬度、耐溶剤性などの性能を維持することが可能であり、ビニルエーテル
化合物を用いたインクの感光性能が極めて高いことが確認された。
【０２６１】
　また、上記表１７には、Ｎｉ金属を各インクに浸漬した際の腐食性もあわせて示した。
Ｎｉ金属は、配管や電極などに一般的に用いられており、インクによる腐食は極力避ける
ことが望まれる。光酸発生剤の添加量が８重量％以上となると、Ｎｉ腐食が増大すること
が上記表１７の結果に示されている。
【０２６２】
　下記表１８には、インクジェットインクの粘度と吐出性能との関係をまとめる。ここで
は、所定の粘度となるようにＮｏ．８のインクの組成を調整して、種々のインクを作製し
た。各インクを用いて吐出動作を行なって性能を調べ、得られた結果を下記表１８に示す
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。なお、吐出動作の際には、温度制御は行なわなかった。
【表１８】
　
　
　
　
　
　
【０２６３】
　通常、ヘッドのインク吐出動作は温度制御を行ない、そのヘッドの駆動条件に適した粘
度に合わせることが必要とされる。粘度が１２ｍＰａ・ｓ以下のインクであれば、温度制
御を行なわなくても吐出可能な粘度を有しており、ヘッド設計が容易となることが表１８
の結果からわかる。
【０２６４】
　次に、エポキシ化合物の溶解度パラメーター（ＳＰ値）の影響を調べて、下記表１９に
まとめた。ここでは、所定の溶解度パラメーターのエポキシ化合物を配合する以外はＮｏ
．１２のインクと同様の処方により複数のインクを作製した。これらのインクについて、
ビニルエーテル化合物、光酸発生剤の溶解性、および吐出性能を調べ、得られた結果を下
記表１９に示した。なお、溶解性の評価は、所定の酸重合性化合物と光酸発生剤を混合し
たときの溶液を目視確認し、全く濁りや沈殿物を生じないものを良好とし、濁りやわずか
に沈殿物が認められるものをやや難とした。これらの間の状態は、やや良好とした。
【表１９】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６５】
　上記表１９に示されるように、溶解度パラメーター１９ＭＰａ 1 / 2以上のエポキシ化合
物を含有するインクは、ビニルエーテル化合物および光酸発生剤の溶解性が良好である。
これに対して、溶解度パラメーターが１９ＭＰａ 1 / 2未満のエポキシ化合物を含有するイ
ンクでは、光酸発生剤は固形分として析出し始め、インク中の不純物として存在すること
が認められた。こうした不純物は、吐出性能の低下、インク感光性の低下、インク製造プ
ロセス中におけるろ過条件低下といった影響を与えるので、極力低減することが望まれる
。
【０２６６】
　さらに、エポキシ化合物の粘度の影響を調べて、下記表２０にまとめた。ここでは、所
定の粘度のエポキシ化合物を配合する以外はＮｏ．１３のインクと同様の処方により複数
のインクを作製した。これらのインクについて、粘度および吐出性能を調べ、得られた結
果を下記表２０に示した。なお、表２１には比較例として、ビニルエーテル化合物の代わ
りにエポキシ化合物の低粘度化合物を配合して調製したインクの結果もあわせて示した。
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【表２０】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６７】
【表２１】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６８】
　上記表に示されるように、ビニルエーテル化合物を用いることによって、高粘度な酸重
合性化合物に対する相溶性にも優れ、低粘度なインクを得ることができる。しかも、得ら
れるインクの吐出性能は、いずれも良好である。こうしたインクには、高粘度な酸重合性
化合物をさらに添加することができることから、インク硬化膜の表面に光沢性を付与する
ことが可能となり、インク層の可撓性を高めるといった効果も得られる。これに対して、
低粘度のエポキシ化合物を配合したインクは、吐出条件に適合する粘度まで低下させるこ
とが困難であり、感光性も劣っていた。
【０２６９】
　下記表２２に示すような処方で溶媒Ａ２、Ａ７およびＡ１０と各成分を配合して、種々
のインクジェットインクを調製した。
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【表２２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２７０】
　黒色（ＢＫ）、イエロー（Ｙ）、シアン（Ｃ）、およびマゼンタ（Ｍ）の顔料としては
、カーボンブラック、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ１８０、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍ
ｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５、およびＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２３をそれぞれ用
いた。
【０２７１】
　光酸発生剤として配合した化合物を、下記化学式に示す。
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【化４９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２７２】
　なお、ＰＡＧ５は、ＰＡＧ１とＰＡＧ２との混合物の５０％プロピレンカーボネート溶
液である。
【０２７３】
　また、粘度安定化剤として配合した化合物（ＢＳ１～ＢＳ７）を、下記化学式に示す。
化合物は、正味の光酸発生剤に対してのモル％（例えばＢＳ、ＰＡＧ５の組み合わせでは
８．３モル％で１重量％程度に相当）で添加した。
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【化５０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２７４】
　インクの調製に当たっては、まず、各顔料をアクリル樹脂系分散剤と予め混練してミル
ベースとし、２００ｐｐｍのノニオン系界面活性剤（住友３Ｍ社製）と市販の分散剤（味
の素ファインテクノ製、製品名アジスパー）を添加した。次いで、上記表２０に示した処
方により、顔料と光酸発生剤と粘度安定化剤とを添加して、ペイントシェーカで一昼夜分
散処理した。分散処理後の混合物を５μｍのＰＴＦＥフィルタで濾過することによって、
Ｎｏ．１６乃至３１のインクを得た。
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【０２７５】
　さらに、顔料や粘度安定化剤を配合せずにＮｏ．３２のインクを調製し、粘度安定化剤
を配合しない例としてＮｏ．２のインクを用いた。
【０２７６】
　こうして準備されたインクを、常温の条件下で６ヶ月放置して粘度を測定し、粘度増加
率から保存性を評価し、その結果を下記表２２にまとめる。粘度の増加率は、それぞれの
インクを常温の条件下で６ヶ月放置して粘度を測定し放置前後の粘度の増加率を求め、次
のように評価した。
【０２７７】
　　Ａ：１０％以下
　　Ｂ：１０～２０％
　　Ｃ：２０％以上
【表２３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２７８】
　上記表２３に示されるように、Ｎｏ．３２およびＮｏ．２は、粘度増加率が１０％を越
えてしまった。このように、粘度安定化剤を配合しないインク（Ｎｏ．３２、Ｎｏ．２）
は、粘度増加が大きい。
【０２７９】
　次に、前述の条件で６ヵ月放置した後の各インクを、図２に示したインクジェット記録
装置１に適用して、露光量およびインク硬化膜の硬度を調べた。記録媒体２としては通常
の光沢紙を使用し、光源５としては出力２３０Ｗの超高圧水銀ランプを使用した。インク
の性能としては、インク層の鉛筆硬度（露光してからストッカー内で８０℃の温度に３分
間維持したインク層の硬度）と印字品質とを測定した。保存前の初期状態のインクについ
ても同様に性能を調べ、その結果を、露光量とともに下記表２４に示す。
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【表２４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２８０】
　上記表２４に示されるように、Ｎｏ．２のインクは、６ヵ月放置した後には粘度が著し
く上昇してしまい、吐出不能な状態に陥っている。これに対して、粘度安定化剤として塩
基性化合物あるいは塩基性発現化合物を含有するインク（Ｎｏ．１６乃至３１）は、６ヵ
月放置した後でも良好に吐出することができ、粘度は大幅に安定化している。
【０２８１】
　また、これらのインクについて、配管やヘッド部材に使用されるニッケル金属に対する
腐食性を調べたところ、腐食は全く認められなかった。一方、粘度安定化剤を含有しない
インク（Ｎｏ．３２）およびインク（Ｎｏ．２）では、若干の腐食が観測され、粘度安定
化剤は防食剤としても機能していることが確認された。
【０２８２】
　次に、粘度安定化剤としての塩基性化合物ＢＳ３の添加量（光酸発生剤に対するモル％
）を変化させた以外は、Ｎｏ．２３のインクと同様の組成で数種類の組成物を調製した。
それぞれのインクについて、６ヶ月経過後の鉛筆硬度および粘度増加率を測定し、得られ
た結果を、化合物ＢＳ３の比率ともに下記表２５に示す。
【表２５】
　
　
　
　
　
　
【０２８３】
　上記表２５に示されるように、光酸発生剤量に対して１モル％の割合で粘度安定化剤を
配合したところで、安定化の効果はほとんど得ることができない。一方、３０モル％を越
えて過剰に含有された場合には、インクの硬化性が低下する。この結果から、粘度安定化
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剤の添加量は、光酸発生剤の１モル％以上３０モル％以下が好ましいことがわかる。
【０２８４】
　さらに、塩基性化合物のｐＫｂの影響を調べた。ここでは、添加する塩基性化合物のｐ
Ｋｂを下記表２６に示すように変更した以外は、前述のＮｏ．１６のインクと同様にして
種々のインクを調製した。これらのインクについて、保存性および感光性を調べ、得られ
た結果を表２６に示す。
【表２６】
　
　
　
　
　
　
　
【０２８５】
　それぞれのインクは、常温の条件下で６ヶ月放置して粘度を測定し放置前後の粘度の増
加率から、保存性を次のように評価した。
【０２８６】
　　Ａ：１０％以下
　　Ｂ：１０～２０％
　　Ｃ：２０％以上
　感光性は、インク硬化膜の鉛筆硬度がＨを示すときの露光量により調べ、次の基準で評
価した。
【０２８７】
　　Ａ：露光量が３００ｍＪ／ｃｍ 2未満でＨに到達
　　Ｂ：露光量が３００ｍＪ／ｃｍ 2以上でＨに到達
　上記表２６に示されるように、ｐＫｂ値が３以上７以下の塩基性化合物を添加すること
によって、保存性および感光性はいずれも良好なインクジェットインクが得られることが
わかる。
【図面の簡単な説明】
【０２８８】
【図１】本発明の一実施形態にかかるインクジェットインクを使用し得る記録装置の概略
図。
【図２】本発明の一実施形態にかかるインクジェットインクを使用し得る記録装置の概略
図。
【符号の説明】
【０２８９】
　１…インクジェット記録装置，２…記録媒体，３…搬送機構，
　４…インクジェット式記録ヘッド，５…光源，６…ヒーター，７…ストッカー。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】
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